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(57)【要約】
【課題】一方の面に位相差を有するセルロースエステルフィルムを有する偏光板において
、偏光板製造工程においてリターデーション値の変動が起こりにくく、リターデーション
値のばらつきが少ない偏光板を得ることにより、品質の均一性が向上した液晶表示装置を
提供する。
【解決手段】位相差フィルムを偏光膜の一方の面に有する偏光板と、バックライトを有す
る液晶表示装置であって、該位相差フィルムが、少なくとも可塑剤とセルロースエステル
を含有し、陽電子消滅寿命法により求められる自由体積半径が０．２５０～０．３１０ｎ
ｍであり、かつ該バックライトがＬＥＤであることを有することを特徴とする液晶表示装
置。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　位相差フィルムを偏光膜の一方の面に有する偏光板と、バックライトを有する液晶表示
装置であって、該位相差フィルムが、少なくとも可塑剤とセルロースエステルを含有し、
陽電子消滅寿命法により求められる自由体積半径が０．２５０～０．３１０ｎｍであり、
かつ該バックライトがＬＥＤであることを有することを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
　前記位相差フィルムの全自由体積パラメータが１．０～２．０であることを特徴とする
請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記セルロースエステルが炭素数２～２２の混合（脂肪）酸エステルであることを特徴
とする請求項１または２に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　前記位相差フィルムの下記式で定義されるＲｏが３０～３００ｎｍ、Ｒｔ７０～４００
ｎｍであることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
　　Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　　Ｒｔ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
（式中、Ｒｏはフィルム面内リターデーション値、Ｒｔはフィルム厚み方向リターデーシ
ョン値、ｎｘはフィルム面内の遅相軸方向の屈折率、ｎｙはフィルム面内の進相軸方向の
屈折率、ｎｚはフィルムの厚み方向の屈折率（屈折率は波長５９０ｎｍで測定）、ｄはフ
ィルムの厚さ（ｎｍ）を表す。）
【請求項５】
　前記バックライトが直下型バックライトであることを特徴とする請求項１～４のいずれ
か１項に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は液晶表示装置に関し、偏光板製造工程におけるリターデーション値が変動しに
くく、リターデーション値のばらつきが少ない偏光板を用いた液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置（以後、単に表示装置ともいう）は大型テレビへの活用が注目されている
。大型液晶テレビは、これまでのノートパソコンや液晶モニターに比べて、視野角、コン
トラストや使用環境変化に対する安定性など要求性能も益々厳しくなっている。従って液
晶表示装置に使用される偏光板、偏光板に使用されるセルロースエステルフィルムにも同
様に厳しい性能が要求されており、特に延伸されたセルロースエステルフィルムは、光学
性能に大きな影響を与えるため、重要な部材として厳しいスペックが要求されている。そ
のため、これらのスペックを改善するための様々な改良が日々行われている。位相差板を
一体とした偏光板において、偏光板製造工程の条件の変更或いは意図しない条件の変動に
よって、製造された偏光板のリターデーション値が変化しているケースがあり、画面サイ
ズが大きな偏光板では、特にその改善が求められるようになった。又、液晶表示装置の表
示性能を向上させるため、液晶セルの直下にバックライトを配置するようになってきてい
る。しかしながら、バックライトに蛍光管に代えてＬＥＤを用いた直下型では、温度上昇
による影響も無視出来なくなってきており、表示装置ごとのばらつきが起こりやすく、特
にコントラスト値がそろった液晶表示装置を作るための、改善が求められている。
【０００３】
　従来、表示品位が経時的に安定し、生産性に優れる表示装置を得るために、位相差フィ
ルムの透湿性を改善した位相差フィルムが提案されている（例えば、特許文献１参照。）
。また、熱歪みによる光漏れのない、表示品位に優れる表示装置を得るために、吸湿膨張
係数を所定範囲内にした位相差フィルムが提案されている（例えば、特許文献２参照。）
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。また、セルロースアシレートフィルムのほう酸の拡散係数を制御することで、過酷な湿
熱条件においても耐久性に優れる偏光板が提案されている（例えば、特許文献３参照。）
。しかしながらいずれも上記問題に対しては充分ではなかった。例えば、特許文献３では
、ほう酸の拡散係数を制御する方法としてセルロースアシレートフィルム中の自由体積を
小さくすることが述べられており、段落番号［００１５］ではセルロースアシレートフィ
ルム中の自由体積は、該フィルムの結晶量を大きくすることにより減少させているとある
。しかしながら、偏光板製造工程でのリターデーション値の変動については、不十分であ
った。特にセルロースアセテートプロピオネートといった混合酸エステルなどの非晶性の
セルロース樹脂では、充分な効果を得ることが出来なかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－１４２３０号公報
【特許文献２】特開２００２－７１９５５号公報
【特許文献３】特開２００４－２７９９３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記課題に鑑みなされたものであり、その目的は一方の面に位相差を有するセ
ルロースエステルフィルムを有する偏光板において、偏光板製造工程においてリターデー
ション値の変動が起こりにくく、リターデーション値のばらつきが少ない偏光板を得るこ
とにより、品質の均一性が向上した液晶表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の上記目的は、以下の構成により達成することができる。
【０００７】
　１．位相差フィルムを偏光膜の一方の面に有する偏光板と、バックライトを有する液晶
表示装置であって、該位相差フィルムが、少なくとも可塑剤とセルロースエステルを含有
し、陽電子消滅寿命法により求められる自由体積半径が０．２５０～０．３１０ｎｍであ
り、かつ該バックライトがＬＥＤであることを有することを特徴とする液晶表示装置。
【０００８】
　２．前記位相差フィルムの全自由体積パラメータが１．０～２．０であることを特徴と
する前記１に記載の液晶表示装置。
【０００９】
　３．前記セルロースエステルが炭素数２～２２の混合（脂肪）酸エステルであることを
特徴とする前記１または２に記載の液晶表示装置。
【００１０】
　４．前記位相差フィルムの下記式で定義されるＲｏが３０～３００ｎｍ、Ｒｔ７０～４
００ｎｍであることを特徴とする前記１～３のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【００１１】
　　Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　　Ｒｔ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
（式中、Ｒｏはフィルム面内リターデーション値、Ｒｔはフィルム厚み方向リターデーシ
ョン値、ｎｘはフィルム面内の遅相軸方向の屈折率、ｎｙはフィルム面内の進相軸方向の
屈折率、ｎｚはフィルムの厚み方向の屈折率（屈折率は波長５９０ｎｍで測定）、ｄはフ
ィルムの厚さ（ｎｍ）を表す。）
　５．前記バックライトが直下型バックライトであることを特徴とする前記１～４のいず
れか１項に記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【００１２】
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　本発明により、一方の面に位相差を有するセルロースエステルフィルムを有する偏光板
において、偏光板製造工程においてリターデーション値の変動が起こりにくく、リターデ
ーション値のばらつきが少ない偏光板を得ることにより、品質の均一性が向上した液晶表
示装置を提供することが出来る。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】延伸工程での延伸角度を説明する図である。
【図２】本発明に用いられるテンター工程の１例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下本発明を実施するための最良の形態について詳細に説明するが、本発明はこれらに
限定されるものではない。
【００１５】
　最初に、本発明の特徴を説明する。
【００１６】
　本発明は、少なくとも可塑剤とセルロースエステルを含有し、陽電子消滅寿命法により
求められる自由体積半径が０．２５０～０．３１０ｎｍである位相差フィルムを偏光膜の
一方の面に有する偏光板によって達成することが出来る。更に、全自由体積パラメータが
１．０～２．０である位相差フィルムを用いた偏光板であることが好ましい。
【００１７】
　本発明における自由体積は、セルロースエステル分子鎖に占有されていない空隙部分を
表している。これは、陽電子消滅寿命法を用いて測定することが出来る。具体的には、陽
電子を試料に入射してから消滅するまでの時間を測定し、その消滅寿命から原子空孔や自
由体積の大きさ、数濃度等に関する情報を非破壊的に観察することにより求めることが出
来る。
【００１８】
　〈陽電子消滅寿命法による自由体積半径と自由体積パラメータの測定〉
　下記測定条件にて陽電子消滅寿命と相対強度を測定した。
【００１９】
　（測定条件）
　陽電子線源：２２ＮａＣｌ（強度１．８５ＭＢｑ）
　ガンマ線検出器：プラスチック製シンチレーター＋光電子増倍管
　装置時間分解能：２９０ｐｓ
　測定温度：２３℃
　総カウント数：１００万カウント
　試料サイズ：２０ｍｍ×１５ｍｍにカットした切片を２０枚重ねて約２ｍｍの厚みにし
た。試料は測定前に２４時間真空乾燥を行った。
【００２０】
　照射面積：約１０ｍｍφ
　１チャンネルあたりの時間：２３．３ｐｓ／ｃｈ
　上記の測定条件に従って、陽電子消滅寿命測定を実施し、非線形最小二乗法により３成
分解析して、消滅寿命の小さいものから、τ１、τ２、τ３とし、それに応じた強度をＩ

１，Ｉ２，Ｉ３（Ｉ１＋Ｉ２＋Ｉ３＝１００％）とした。最も寿命の長い平均消滅寿命τ
３から、下記式を用いて自由体積半径Ｒ３（ｎｍ）を求めた。τ３が空孔での陽電子消滅
に対応し、τ３が大きいほど空孔サイズが大きいと考えられている。
【００２１】
　τ３＝（１／２）〔１－｛Ｒ３／（Ｒ３＋０．１６６）｝＋（１／２π）ｓｉｎ｛２π
Ｒ３／（Ｒ３＋０．１６６）｝〕－１

　ここで、０．１６６（ｎｍ）は空孔の壁から浸出している電子層の厚さに相当する。
【００２２】
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　更に、全自由体積パラメータＶＰは、下記式により求めた。
【００２３】
　Ｖ３＝｛（４／３）π（Ｒ３）３｝（ｎｍ３）
　ＶＰ＝Ｉ３（％）×Ｖ３（ｎｍ３）
　ここでＩ３（％）は空孔の相対的な数濃度に相当するため、ＶＰは相対的な空孔量に相
当する。
【００２４】
　以上の測定を２回繰り返し、その平均値を求めた。
【００２５】
　陽電子消滅寿命法は、例えばＭＡＴＥＲＩＡＬ　ＳＴＡＧＥ　ｖｏｌ．４，Ｎｏ．５　
２００４　ｐ２１－２５、東レリサーチセンター　ＴＨＥ　ＴＲＣ　ＮＥＷＳ　Ｎｏ．８
０（Ｊｕｌ．２００２）ｐ２０－２２、「ぶんせき，１９８８，ｐｐ．１１－２０」に「
陽電子消滅法による高分子の自由体積の評価」が掲載されており、これらを参考にするこ
とが出来る。
【００２６】
　本発明に用いられる位相差フィルムの自由体積半径は、０．２５０～０．３１０ｎｍで
あり、更に好ましい範囲は、０．２７０～０．３０５ｎｍである。自由体積半径が０．２
５０ｎｍ未満であったり、全自由体積パラメータが１．０未満であるセルロースエステル
系位相差フィルムを製造するのは工業的に困難であったりすることがある。また、自由体
積半径が０．３１０ｎｍを超える従来の位相差フィルムでは、本発明の目的を達成出来ず
、偏光板を製造する際にリタデーションが変動しやすく、リタデーション斑も起こりやす
くなる。また、全自由体積パラメータの好ましい範囲は１．０～２．０であり、更に好ま
しい範囲は１．２～１．８である。全自由体積パラメータが１．８未満であると、偏光板
を製造する際にリタデーションが更に変動しにくくなり、リタデーション斑も起こりにく
くなる。
【００２７】
　少なくとも可塑剤とセルロースエステルを含有する位相差フィルムの自由体積半径及び
全自由体積パラメータを所定の範囲にする方法は特に限定はされないが、下記の方法によ
ってこれらを制御することが出来る。
【００２８】
　陽電子消滅寿命法により求められる自由体積半径が０．２５０～０．３１０ｎｍ、全自
由体積パラメータ１．０～２．０である位相差フィルムは、少なくとも可塑剤とセルロー
スエステルを含有するドープを流延してウェブを作製し、溶媒を含んだ状態で延伸した後
、残留溶媒量が０．３％未満となるまで乾燥させてセルロースエステルフィルムを得て、
これを更に、１０５～１５５℃で、雰囲気置換率１２回／時間以上、好ましくは１２～４
５回／時間の雰囲気下で搬送しながら処理することによって、所定の自由体積半径及び全
自由体積パラメータである位相差フィルムを得ることが出来る。
【００２９】
　雰囲気置換率は、熱処理室の雰囲気容量をＶ（ｍ３）、Ｆｒｅｓｈ－ａｉｒ送風量をＦ
Ａ（ｍ３／ｈｒ）とした場合、下式によって求められる単位時間あたり熱処理室の雰囲気
をＦｒｅｓｈ－ａｉｒで置換する回数である。Ｆｒｅｓｈ－ａｉｒは熱処理室に送風され
る風のうち、循環再利用している風ではなく、揮発した溶媒若しくは可塑剤などを含まな
い、若しくはそれらが除去された新鮮な風のことを意味している。
【００３０】
　雰囲気置換率＝ＦＡ／Ｖ（回／時間）
　更に温度が１５５℃を超えると、本発明の効果は得られず、１０５℃を下回っても本発
明の効果は得られない。処理温度としては、１１０～１５０℃であることが更に好ましい
。更に、該処理部において雰囲気置換率が１２回／時間以上の雰囲気置換率に維持された
雰囲気下で処理されることが必要であり、１２回／時間未満では、本発明の効果が得られ
ない。
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【００３１】
　これは１２回／時間以上の雰囲気置換率では、位相差フィルムから揮発した可塑剤によ
る雰囲気中の可塑剤濃度を十分に低減することが出来、フィルムへの再付着が低減される
。これが本発明の効果を得ることに寄与しているものと推測している。通常の乾燥工程で
は雰囲気置換率は１０回／時間以下で行われる。置換率を必要以上に増加させるとコスト
が高くなるため好ましくなく、また、ウェブがばたつくことにより、面内リタデーション
斑が増加する傾向があるため、特に位相差フィルムを製造する際は高くすることは好まし
くないが、十分に乾燥が終了し、残留溶媒量が低減した後であれば、雰囲気置換率を上げ
ることが出来る。しかしながら、４５回より多くなると空調装置コストが極端に増大する
ため実用的でない。この条件下における処理時間は１分～１時間が好ましい。１分未満で
は自由体積半径を所定の範囲にすることは難しく、１時間以下ではこの処理によるリタデ
ーション値の変動が少ないため好ましい。
【００３２】
　更に、この処理工程において、厚み方向に加圧処理することも自由体積半径及び自由体
積パラメータをより好ましい範囲に制御することが出来る。好ましい圧力は０．５～１０
ｋＰａである。圧力をかける際の残留溶媒量は０．３％未満であることが望ましい。残留
溶媒量の多いところ、０．３％以上では平面性改善などには効果があるものの、本発明の
効果は得られない。
【００３３】
　このような処理を行っていない従来の位相差フィルムは、自由体積半径が０．３１５よ
り大きいものであった。
【００３４】
　本発明を更に詳細に説明するが本発明はこれらに限定されるものではない。
【００３５】
　〈セルロースエステル〉
　本発明に用いられるセルロースエステルの分子量は、数平均分子量（Ｍｎ）で８０００
０～２０００００のものが用いられる。１０００００～２０００００のものが更に好まし
く、１５００００～２０００００が特に好ましい。
【００３６】
　本発明で用いられるセルロースエステルは、重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（
Ｍｎ）の比、Ｍｗ／Ｍｎが、前記のように１．２～３．０であることが好ましく、好まし
くは１．７～２．２の範囲である。
【００３７】
　セルロースエステルの平均分子量及び分子量分布は、高速液体クロマトグラフィーを用
いて公知の方法で測定することが出来る。これを用いて数平均分子量、重量平均分子量を
算出し、その比（Ｍｗ／Ｍｎ）を計算することが出来る。
【００３８】
　測定条件は以下の通りである。
【００３９】
　溶媒：メチレンクロライド
　カラム：Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ８０６、Ｋ８０５、Ｋ８０３Ｇ（昭和電工（株）製を３本接
続して使用した）
　カラム温度：２５℃
　試料濃度：０．１質量％
　検出器：ＲＩ　Ｍｏｄｅｌ　５０４（ＧＬサイエンス社製）
　ポンプ：Ｌ６０００（日立製作所（株）製）
　流量：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
　校正曲線：標準ポリスチレンＳＴＫ　ｓｔａｎｄａｒｄ　ポリスチレン（東ソー（株）
製）Ｍｗ＝１００００００～５００迄の１３サンプルによる校正曲線を使用した。１３サ
ンプルは、ほぼ等間隔に得ることが好ましい。
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【００４０】
　本発明に用いられるセルロースエステルは、炭素数２～２２程度の脂肪族カルボン酸エ
ステルまたは芳香族カルボン酸エステル或いは脂肪族カルボン酸エステルと芳香族カルボ
ン酸エステルの混合エステルが、本発明の効果が顕著に得られるため好ましく用いられる
。
【００４１】
　特にセルロースの低級脂肪酸エステルであることが好ましい。セルロースの低級脂肪酸
エステルにおける低級脂肪酸とは炭素原子数が６以下の脂肪酸を意味する。具体的には、
セルロースアセテート、セルロースプロピオネート、セルロースブチレート、セルロース
アセテートフタレート等や、特開平１０－４５８０４号、同８－２３１７６１号、米国特
許第２，３１９，０５２号等に記載されているようなセルロースアセテートプロピオネー
ト、セルロースアセテートブチレート等の混合脂肪酸エステルを用いることが出来る。上
記記載の中でも、特に好ましく用いられるセルロースの低級脂肪酸エステルは、セルロー
スアセテートプロピオネート、セルロースアセテートブチレート、セルロースアセテート
プロピオネートブチレートである。これらのセルロースエステルは混合して用いることも
出来る。これらは、セルローストリアセテートと異なり非晶性であるため、本発明に特に
好ましく用いられる。
【００４２】
　総アシル基置換度は２．４から２．９のものが好ましく用いられる。特に好ましいセル
ロースエステルは、炭素原子数２～２２のアシル基を置換基として有し、アセチル基の置
換度をＸとし、炭素原子数３～２２のアシル基の置換度をＹとした時、下記式（Ｉ）及び
（II）を同時に満たすセルロースエステルである。
【００４３】
　式（Ｉ）　２．４≦Ｘ＋Ｙ≦２．９
　式（II）　０≦Ｘ≦２．５
　中でも１．７≦Ｘ≦２．５、０．１≦Ｙ≦１．２のセルロースアセテートプロピオネー
ト（総アシル基置換度＝Ｘ＋Ｙ）が好ましい。アシル基で置換されていない部分は通常水
酸基として存在している。これらは公知の方法で合成することが出来る。
【００４４】
　これらアシル基置換度は、ＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９６に規定の方法に準じて測定するこ
とが出来る。
【００４５】
　セルロースエステルは綿花リンター、木材パルプ、ケナフ等を原料として合成されたセ
ルロースエステルを単独或いは混合して用いることが出来る。特に綿花リンター（以下、
単にリンターとすることがある）、木材パルプから合成されたセルロースエステルを単独
或いは混合して用いることが好ましい。
【００４６】
　また、これらから得られたセルロースエステルはそれぞれ任意の割合で混合使用するこ
とが出来る。これらのセルロースエステルは、セルロース原料をアシル化剤が酸無水物（
無水酢酸、無水プロピオン酸、無水酪酸）である場合には、酢酸のような有機酸やメチレ
ンクロライド等の有機溶媒を用い、硫酸のようなプロトン性触媒を用いて常法により反応
させて得ることが出来る。
【００４７】
　アセチルセルロースの場合、酢化率を上げようとすれば、酢化反応の時間を延長する必
要がある。但し、反応時間を余り長くとると分解が同時に進行し、ポリマー鎖の切断やア
セチル基の分解などが起り、好ましくない結果をもたらす。従って、酢化度を上げ、分解
をある程度抑えるためには反応時間はある範囲に設定することが必要である。反応時間で
規定することは反応条件が様々であり、反応装置や設備その他の条件で大きく変わるので
適切でない。ポリマーの分解は進むにつれ、分子量分布が広くなってゆくので、セルロー
スエステルの場合にも、分解の度合いは通常用いられる重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均
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分子量（Ｍｎ）の値で規定出来る。即ちセルローストリアセテートの酢化の過程で、余り
長すぎて分解が進みすぎることがなく、かつ酢化には十分な時間酢化反応を行わせしめる
ための反応度合いの一つの指標として用いられる重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均分子量
（Ｍｎ）の値を用いることが出来る。
【００４８】
　セルロースエステルの製造法の一例を以下に示すと、セルロース原料として綿化リンタ
ー１００質量部を解砕し、４０質量部の酢酸を添加し、３６℃で２０分間前処理活性化を
した。その後、硫酸８質量部、無水酢酸２６０質量部、酢酸３５０質量部を添加し、３６
℃で１２０分間エステル化を行った。２４％酢酸マグネシウム水溶液１１質量部で中和し
た後、６３℃で３５分間ケン化熟成し、アセチルセルロースを得た。これを１０倍の酢酸
水溶液（酢酸：水＝１：１（質量比））を用いて、室温で１６０分間攪拌した後、濾過、
乾燥させてアセチル置換度２．７５の精製アセチルセルロースを得た。このアセチルセル
ロースはＭｎが９２，０００、Ｍｗが１５６，０００、Ｍｗ／Ｍｎは１．７であった。同
様にセルロースエステルのエステル化条件（温度、時間、攪拌）、加水分解条件を調整す
ることによって置換度、Ｍｗ／Ｍｎ比の異なるセルロースエステルを合成することが出来
る。
【００４９】
　尚、合成されたセルロースエステルは、精製して低分子量成分を除去したり、未酢化ま
たは低酢化度の成分を濾過で取り除くことも好ましく行われる。
【００５０】
　また、混酸セルロースエステルの場合には、特開平１０－４５８０４号公報に記載の方
法で得ることが出来る。アシル基の置換度の測定方法はＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９６の規定
に準じて測定することが出来る。
【００５１】
　また、セルロースエステルは、セルロースエステル中の微量金属成分によっても影響を
受ける。これらは製造工程で使われる水に関係していると考えられるが、不溶性の核とな
り得るような成分は少ない方が好ましく、鉄、カルシウム、マグネシウム等の金属イオン
は、有機の酸性基を含んでいる可能性のあるポリマー分解物等と塩形成することにより不
溶物を形成する場合があり、少ないことが好ましい。鉄（Ｆｅ）成分については、１ｐｐ
ｍ以下であることが好ましい。カルシウム（Ｃａ）成分については、カルボン酸や、スル
ホン酸等の酸性成分と、また多くの配位子と配位化合物即ち、錯体を形成しやすく、多く
の不溶なカルシウムに由来するスカム（不溶性の澱、濁り）を形成する。
【００５２】
　カルシウム（Ｃａ）成分は６０ｐｐｍ以下、好ましくは０～３０ｐｐｍである。マグネ
シウム（Ｍｇ）成分については、やはり多すぎると不溶分を生ずるため、０～７０ｐｐｍ
であることが好ましく、特に０～２０ｐｐｍであることが好ましい。鉄（Ｆｅ）分の含量
、カルシウム（Ｃａ）分含量、マグネシウム（Ｍｇ）分含量等の金属成分は、絶乾したセ
ルロースエステルをマイクロダイジェスト湿式分解装置（硫硝酸分解）、アルカリ溶融で
前処理を行った後、ＩＣＰ－ＡＥＳ（誘導結合プラズマ発光分光分析装置）を用いて分析
することが出来る。
【００５３】
　〈可塑剤〉
　本発明に用いられる位相差フィルム中の可塑剤の総含有量は、固形分総量に対し、１～
２０質量％含有することが好ましく、特に３～１８質量％含有することが好ましい。
【００５４】
　使用される可塑剤の種類は特に限定はなく、リン酸エステル系可塑剤、グリコレート系
可塑剤、クエン酸エステル系可塑剤、フタル酸エステル系可塑剤、多価アルコールエステ
ル系可塑剤、多価カルボン酸エステル系可塑剤、脂肪酸エステル系可塑剤、ポリエステル
系可塑剤、ポリウレタン系可塑剤などが挙げられる。
【００５５】
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　例えば、リン酸エステル系可塑剤としては、トリフェニルホスフェート、トリクレジル
ホスフェート、クレジルジフェニルホスフェート、オクチルジフェニルホスフェート、ジ
フェニルビフェニルホスフェート、トリオクチルホスフェート、トリブチルホスフェート
等が挙げられる。
【００５６】
　グリコレート系可塑剤としては、アルキルフタリルアルキルグリコレート類が好ましく
用いることが出来る。アルキルフタリルアルキルグリコレート類としては、例えばメチル
フタリルメチルグリコレート、エチルフタリルエチルグリコレート、プロピルフタリルプ
ロピルグリコレート、ブチルフタリルブチルグリコレート、オクチルフタリルオクチルグ
リコレート、メチルフタリルエチルグリコレート、エチルフタリルメチルグリコレート、
エチルフタリルプロピルグリコレート、メチルフタリルブチルグリコレート、エチルフタ
リルブチルグリコレート、ブチルフタリルメチルグリコレート、ブチルフタリルエチルグ
リコレート、プロピルフタリルブチルグリコレート、ブチルフタリルプロピルグリコレー
ト、メチルフタリルオクチルグリコレート、エチルフタリルオクチルグリコレート、オク
チルフタリルメチルグリコレート、オクチルフタリルエチルグリコレート等が挙げられる
。
【００５７】
　フタル酸エステル系可塑剤としては、ジエチルフタレート、ジメトキシエチルフタレー
ト、ジメチルフタレート、ジオクチルフタレート、ジブチルフタレート、ジ－２－エチル
ヘキシルフタレート、ジオクチルフタレート、ジシクロヘキシルフタレート、ジシクロヘ
キシルテレフタレート等が挙げられる。
【００５８】
　クエン酸エステル系可塑剤としては、クエン酸アセチルトリメチル、クエン酸アセチル
トリエチル、クエン酸アセチルトリブチル、等が挙げられる。
【００５９】
　脂肪酸エステル系可塑剤として、オレイン酸ブチル、リシノール酸メチルアセチル、セ
バシン酸ジブチル等が挙げられる。
【００６０】
　多価カルボン酸エステル系可塑剤も好ましく用いることが出来る。具体的には特開２０
０２－２６５６３９号公報の段落番号［００１５］～［００２０］記載の多価カルボン酸
エステルを可塑剤の一つとして添加することが好ましい。
【００６１】
　高温多湿の環境下で、可塑剤等の添加剤がフィルム外に析出や揮発すること等によりフ
ィルムの質量が減量する性質を保留性という。従来のセルロースエステルフィルムではこ
の保留性が悪く液晶画像表示装置の機能低下を来している。本発明では、好ましくは８０
℃、９０％ＲＨ、４８時間における保留性が±２％以内である可塑剤を含有することが好
ましい。
【００６２】
　本発明でいう保留性は以下の手順で測定される。
【００６３】
　〈保留性の測定〉
　試料を１０ｃｍ×１０ｃｍのサイズに断裁し、２３℃、５５％ＲＨの雰囲気下で２４時
間放置後の質量を測定して、８０℃、９０％ＲＨの条件下で４８時間放置した。処理後の
試料の表面を軽く拭き、２３℃、５５％ＲＨで１日放置後の質量を測定して、以下の方法
で保留性を計算した。
【００６４】
　保留性（質量％）＝｛（放置前の質量－放置後の質量）／放置前の質量｝×１００
　８０℃、９０％ＲＨ、４８時間における保留性が±２％以内である可塑剤としては、例
えば、多価アルコールエステル、ポリエステル系可塑剤、ポリウレタン系可塑剤などをあ
げることが出来る。
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【００６５】
　多価アルコールエステル系可塑剤は２価以上の脂肪族多価アルコールとモノカルボン酸
のエステルよりなる可塑剤であり、分子内に芳香環またはシクロアルキル環を有すること
が好ましい。好ましくは２～２０価の脂肪族多価アルコールエステルである。
【００６６】
　本発明に用いられる多価アルコールは次の一般式（ｉ）で表される。
【００６７】
　一般式（ｉ）　　Ｒ１－（ＯＨ）ｎ
　但し、Ｒ１はｎ価の有機基、ｎは２以上の正の整数、ＯＨ基はアルコール性、及び／ま
たはフェノール性水酸基を表す。多価アルコールの炭素数が５以上であることが好ましく
、
　好ましい多価アルコールの例としては、例えば以下のようなものを挙げることが出来る
が、本発明はこれらに限定されるものではない。アドニトール、アラビトール、エチレン
グリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコー
ル、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、ジプロピレングリコール、
トリプロピレングリコール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４
－ブタンジオール、ジブチレングリコール、１，２，４－ブタントリオール、１，５－ペ
ンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ヘキサントリオール、ガラクチトール、マ
ンニトール、３－メチルペンタン－１，３，５－トリオール、ピナコール、ソルビトール
、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、キシリトール等を挙げることが出来
る。特に、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ジプロピレングリコー
ル、トリプロピレングリコール、ソルビトール、トリメチロールプロパン、キシリトール
が好ましい。
【００６８】
　本発明に係る多価アルコールエステルに用いられるモノカルボン酸としては、特に制限
はなく、公知の脂肪族モノカルボン酸、脂環族モノカルボン酸、芳香族モノカルボン酸等
を用いることが出来る。脂環族モノカルボン酸、芳香族モノカルボン酸を用いると透湿性
、保留性を向上させる点で好ましい。
【００６９】
　好ましいモノカルボン酸の例としては以下のようなものを挙げることが出来るが、本発
明はこれに限定されるものではない。
【００７０】
　脂肪族モノカルボン酸としては、炭素数１～３２の直鎖または側鎖を有する脂肪酸を好
ましく用いることが出来る。炭素数は１～２０であることが更に好ましく、１～１０であ
ることが特に好ましい。酢酸を含有させるとセルロースエステルとの相溶性が増すため好
ましく、酢酸と他のモノカルボン酸を混合して用いることも好ましい。
【００７１】
　好ましい脂肪族モノカルボン酸としては、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カプロ
ン酸、エナント酸、カプリル酸、ペラルゴン酸、カプリン酸、２－エチル－ヘキサン酸、
ウンデシル酸、ラウリン酸、トリデシル酸、ミリスチン酸、ペンタデシル酸、パルミチン
酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノナデカン酸、アラキン酸、ベヘン酸、リグノセリ
ン酸、セロチン酸、ヘプタコサン酸、モンタン酸、メリシン酸、ラクセル酸等の飽和脂肪
酸、ウンデシレン酸、オレイン酸、ソルビン酸、リノール酸、リノレン酸、アラキドン酸
等の不飽和脂肪酸等を挙げることが出来る。
【００７２】
　好ましい脂環族モノカルボン酸の例としては、シクロペンタンカルボン酸、シクロヘキ
サンカルボン酸、シクロオクタンカルボン酸、またはそれらの誘導体を挙げることが出来
る。
【００７３】
　好ましい芳香族モノカルボン酸の例としては、安息香酸、トルイル酸等の安息香酸のベ
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ンゼン環にアルキル基を導入したもの、ビフェニルカルボン酸、ナフタレンカルボン酸、
テトラリンカルボン酸等のベンゼン環を２個以上有する芳香族モノカルボン酸、またはそ
れらの誘導体を挙げることが出来る。特に安息香酸が好ましい。
【００７４】
　多価アルコールエステルの分子量は特に制限はないが、３００～１５００であることが
好ましく、３５０～１０００であることが更に好ましい。分子量が大きい方が揮発し難く
なるため好ましく、セルロースエステルとの相溶性の点では小さい方が好ましい。
【００７５】
　多価アルコールエステルに用いられるカルボン酸は１種類でもよいし、２種以上の混合
であってもよい。
【００７６】
　以下に、多価アルコールエステルの具体的化合物を例示する。
【００７７】
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【化１】

【００７８】
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【００７９】
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【００８０】
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【化４】

【００８１】
　ポリエステル系可塑剤としては、特開２００２－２２９５６号公報の段落番号［００５
１］～［００５６］に記載されているものが好ましく用いられる。或いは、特開２００３
－１７１４９９号公報の段落番号［００３１］～［００３９］記載のポリウレタン系可塑
剤も用いることが出来る。
【００８２】
　或いは、１種が下記一般式（Ｉ）で表される芳香族末端エステル系可塑剤も好ましくも
ちいることが出来る。
【００８３】
　一般式（Ｉ）　Ｂ－（Ｇ－Ａ）ｎ－Ｇ－Ｂ
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　（式中、Ｂはベンゼンモノカルボン酸残基、Ｇは炭素数２～１２のアルキレングリコー
ル残基または炭素数が４～１２のオキシアルキレングリコール残基、Ａは炭素数４～１２
のアルキレンジカルボン酸残基を表し、またｎは０以上の整数を表す。）
　一般式（Ｉ）中、Ｂで示されるベンゼンモノカルボン酸残基とＧで示されるアルキレン
グリコール残基またはオキシアルキレングリコール残基、Ａで示されるアルキレンジカル
ボン酸残基とから構成されるものであり、通常のポリエステル系可塑剤と同様の反応によ
り得られる。
【００８４】
　本発明で使用される芳香族末端エステルのベンゼンモノカルボン酸成分としては、例え
ば、安息香酸、パラターシャリブチル安息香酸、オルソトルイル酸、メタトルイル酸、パ
ラトルイル酸、ジメチル安息香酸、エチル安息香酸、ノルマルプロピル安息香酸、アミノ
安息香酸、アセトキシ安息香酸等があり、これらは、それぞれ１種または２種以上の混合
物として使用することが出来る。
【００８５】
　本発明に係る芳香族末端エステルの炭素数２～１２のアルキレングリコール成分として
は、エチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコー
ル、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、２－メチル１，３－プロパンジ
オール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、２，２－ジメチル－１，
３－プロパンジオール（ネオペンチルグリコール）、２，２－ジエチル－１，３－プロパ
ンジオール（３，３－ジメチロールペンタン）、２－ｎ－ブチル－２－エチル－１，３プ
ロパンジオール（３，３－ジメチロールヘプタン）、３－メチル－１，５－ペンタンジオ
ール１，６－ヘキサンジオール、２，２，４－トリメチル１，３－ペンタンジオール、２
－エチル１，３－ヘキサンジオール、２－メチル１，８－オクタンジオール、１，９－ノ
ナンジオール、１，１０－デカンジオール、１，１２－オクタデカンジオール等があり、
これらのグリコールは、１種または２種以上の混合物として使用される。
【００８６】
　また、本発明に係る芳香族末端エステルの炭素数４～１２のオキシアルキレングリコー
ル成分としては、例えば、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチ
レングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール等があり、これら
のグリコールは、１種または２種以上の混合物として使用出来る。
【００８７】
　本発明に係る芳香族末端エステルの炭素数４～１２のアルキレンジカルボン酸成分とし
ては、例えば、コハク酸、マレイン酸、フマール酸、グルタール酸、アジピン酸、アゼラ
イン酸、セバシン酸、ドデカンジカルボン酸等があり、これらは、それぞれ１種または２
種以上の混合物として使用される。
【００８８】
　本発明で使用される芳香族末端エステルは、数平均分子量が、好ましくは２５０～２０
００、より好ましくは３００～１５００の範囲が好適である。また、その酸価は、０．５
ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、水酸基価は２５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下、より好ましくは酸価０．３ｍ
ｇＫＯＨ／ｇ以下、水酸基価は１５ｍｇＫＯＨ／ｇ以下のものが好適である。
【００８９】
　（芳香族末端エステルの酸価、水酸基価）
　酸価とは、試料１ｇ中に含まれる酸（分子末端に存在するカルボキシル基）を中和する
ために必要な水酸化カリウムのミリグラム数をいう。酸価及び水酸基価はＪＩＳ　Ｋ００
７０に準拠して測定したものである。
【００９０】
　以下、芳香族末端エステル系可塑剤の合成例を示す。
【００９１】
　〈サンプルＮｏ．１（芳香族末端エステルサンプル）〉
　反応容器に、アジピン酸３６５部（２．５モル）、１，２－プロピレングリコール４１
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８部（５．５モル）、安息香酸６１０部（５モル）及び触媒としてテトライソプロピルチ
タネート０．３０部を一括して仕込み窒素気流中で撹拌下、還流凝縮器を付して過剰の１
価アルコールを還流させながら、酸価が２以下になるまで１３０～２５０℃で加熱を続け
生成する水を連続的に除去した。次いで２００～２３０℃で１．３３×１０４～最終的に
４×１０２Ｐａ以下の減圧下、留出分を除去し、この後濾過して次の性状を有する芳香族
末端エステルを得た。
【００９２】
　粘度（２５℃、ｍＰａ・ｓ）；８１５
　酸価　　　　　　　　　　　；０．４
　〈サンプルＮｏ．２（芳香族末端エステルサンプル）〉
　反応容器に、アジピン酸３６５部（２．５モル）、安息香酸６１０部（５モル）、ジエ
チレングリコール５８３部（５．５モル）及び触媒としてテトライソプロピルチタネート
０．４５部を用いる以外はサンプルＮｏ．１と全く同様にして次の性状を有する芳香族末
端エステルを得た。
【００９３】
　粘度（２５℃、ｍＰａ・ｓ）；９０
　酸価　　　　　　　　　　　；０．０５
　〈サンプルＮｏ．３（芳香族末端エステルサンプル）〉
　反応容器にアジピン酸３６５部（２．５モル）、安息香酸６１０部（５モル）、ジプロ
ピレングリコール７３７部（５．５モル）及び触媒としてテトライソプロピルチタネート
０．４０部を用いる以外はサンプルＮｏ．１と全く同様にして次の性状を有する芳香族末
端エステル系可塑剤を得た。
【００９４】
　粘度（２５℃、ｍＰａ・ｓ）；１３４
　酸価　　　　　　　　　　　；０．０３
　これらの可塑剤から、好ましくは２種以上の可塑剤を含有させることが好ましい。これ
によって、可塑剤の溶出を少なくすることが出来る。その理由は明らかではないが、１種
類当たりの添加量を減らすことが出来ることと、２種の可塑剤同志及びセルロースエステ
ルとの相互作用によって溶出が抑制されるものと思われる。
【００９５】
　〈紫外線吸収剤〉
　本発明に係るセルロースエステルフィルムは紫外線吸収剤を含有することが好ましい。
紫外線吸収剤は４００ｎｍ以下の紫外線を吸収することで、耐久性を向上させることを目
的としており、特に波長３７０ｎｍでの透過率が１０％以下であることが好ましく、より
好ましくは５％以下、更に好ましくは２％以下である。
【００９６】
　本発明に用いられる紫外線吸収剤は特に限定されないが、例えばオキシベンゾフェノン
系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物、サリチル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン
系化合物、シアノアクリレート系化合物、トリアジン系化合物、ニッケル錯塩系化合物、
無機粉体等が挙げられる。
【００９７】
　例えば、５－クロロ－２－（３，５－ジ－ｓｅｃ－ブチル－２－ヒドロキシルフェニル
）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、（２－２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－６－（
直鎖及び側鎖ドデシル）－４－メチルフェノール、２－ヒドロキシ－４－ベンジルオキシ
ベンゾフェノン、２，４－ベンジルオキシベンゾフェノン等があり、また、チヌビン１０
９、チヌビン１７１、チヌビン２３４、チヌビン３２６、チヌビン３２７、チヌビン３２
８等のチヌビン類があり、これらはいずれもチバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製の市
販品であり好ましく使用出来る。
【００９８】
　例えば、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤としては下記一般式（Ａ）で示される化合
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物を用いることが出来る。
【００９９】
【化５】

【０１００】
　式中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４及びＲ５は同一でも異なってもよく、水素原子、ハロゲ
ン原子、ニトロ基、ヒドロキシル基、アルキル基、アルケニル基、アリール基、アルコキ
シル基、アシルオキシ基、アリールオキシ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、モノ若
しくはジアルキルアミノ基、アシルアミノ基または５～６員の複素環基を表し、Ｒ４とＲ

５は閉環して５～６員の炭素環を形成してもよい。
【０１０１】
　また、上記記載のこれらの基は、任意の置換基を有していてよい。
【０１０２】
　以下に本発明に係る紫外線吸収剤の具体例を挙げるが、本発明はこれらに限定されない
。
【０１０３】
　ＵＶ－１：２－（２′－ヒドロキシ－５′－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール
　ＵＶ－２：２－（２′－ヒドロキシ－３′，５′－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ベ
ンゾトリアゾール
　ＵＶ－３：２－（２′－ヒドロキシ－３′－ｔｅｒｔ－ブチル－５′－メチルフェニル
）ベンゾトリアゾール
　ＵＶ－４：２－（２′－ヒドロキシ－３′，５′－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－
５－クロロベンゾトリアゾール
　ＵＶ－５：２－（２′－ヒドロキシ－３′－（３″，４″，５″，６″－テトラヒドロ
フタルイミドメチル）－５′－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール
　ＵＶ－６：２，２－メチレンビス（４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６
－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール）
　ＵＶ－７：２－（２′－ヒドロキシ－３′－ｔｅｒｔ－ブチル－５′－メチルフェニル
）－５－クロロベンゾトリアゾール
　ＵＶ－８：２－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－６－（直鎖及び側鎖ドデシ
ル）－４－メチルフェノール（ＴＩＮＵＶＩＮ１７１、Ｃｉｂａ製）
　ＵＶ－９：オクチル－３－〔３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－（クロロ－
２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェニル〕プロピオネートと２－エチルヘキシル
－３－〔３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－（５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリ
アゾール－２－イル）フェニル〕プロピオネートの混合物（ＴＩＮＵＶＩＮ１０９、Ｃｉ
ｂａ製）
　更に、本発明で好ましく用いられる紫外線吸収剤は、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤や
トリアジン系紫外線吸収剤であり、特に好ましくはトリアジン系紫外線吸収剤である。
【０１０４】
　ベンゾフェノン系紫外線吸収剤としては下記一般式（Ｂ）で表される化合物が好ましく
用いられる。
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【化６】

【０１０６】
　式中、Ｙは水素原子、ハロゲン原子またはアルキル基、アルケニル基、アルコキシル基
、及びフェニル基を表し、これらのアルキル基、アルケニル基及びフェニル基は置換基を
有していてもよい。Ａは水素原子、アルキル基、アルケニル基、フェニル基、シクロアル
キル基、アルキルカルボニル基、アルキルスルホニル基または－ＣＯ（ＮＨ）ｎ－１－Ｄ
基を表し、Ｄはアルキル基、アルケニル基または置換基を有していてもよいフェニル基を
表す。ｍ及びｎは１または２を表す。
【０１０７】
　上記において、アルキル基としては、例えば、炭素数２４までの直鎖または分岐の脂肪
族基を表し、アルコキシル基としては例えば、炭素数１８までのアルコキシル基を表し、
アルケニル基としては例えば、炭素数１６までのアルケニル基でアリル基、２－ブテニル
基等を表す。また、アルキル基、アルケニル基、フェニル基への置換基としてはハロゲン
原子、例えば、塩素原子、臭素原子、フッ素原子等、ヒドロキシル基、フェニル基（この
フェニル基にはアルキル基またはハロゲン原子等を置換していてもよい）等が挙げられる
。
【０１０８】
　以下に一般式（Ｂ）で表されるベンゾフェノン系化合物の具体例を示すが、本発明はこ
れらに限定されない。
【０１０９】
　ＵＶ－１０：２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン
　ＵＶ－１１：２，２′－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン
　ＵＶ－１２：２－ヒドロキシ－４－メトキシ－５－スルホベンゾフェノン
　ＵＶ－１３：ビス（２－メトキシ－４－ヒドロキシ－５－ベンゾイルフェニルメタン）
　また、本発明に係る光学フィルムの紫外線吸収剤として、１，３，５－トリアジン環を
有する化合物を好ましく用いることが出来る。
【０１１０】
　１，３，５－トリアジン環を有する化合物は、中でも、下記一般式（Ｃ）で表される化
合物が好ましい。
【０１１１】
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【化７】

【０１１２】
　一般式（Ｃ）において、Ｘ１は、単結合、－ＮＲ４－、－Ｏ－または－Ｓ－であり；Ｘ
２は単結合、－ＮＲ５－、－Ｏ－または－Ｓ－であり；Ｘ３は単結合、－ＮＲ６－、－Ｏ
－または－Ｓ－であり；Ｒ１、Ｒ２及びＲ３はアルキル基、アルケニル基、アリール基ま
たは複素環基であり；そして、Ｒ４、Ｒ５及びＲ６は、水素原子、アルキル基、アルケニ
ル基、アリール基または複素環基である。一般式（Ｃ）で表される化合物は、メラミン化
合物であることが特に好ましい。
【０１１３】
　メラミン化合物では、一般式（Ｃ）において、Ｘ１、Ｘ２及びＸ３が、それぞれ、－Ｎ
Ｒ４－、－ＮＲ５－及び－ＮＲ６－であるか、或いは、Ｘ１、Ｘ２及びＸ３が単結合であ
り、かつ、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３が窒素原子に遊離原子価を持つ複素環基である。－Ｘ１－
Ｒ１、－Ｘ２－Ｒ２及び－Ｘ３－Ｒ３は、同一の置換基であることが好ましい。Ｒ１、Ｒ
２及びＲ３は、アリール基であることが特に好ましい。Ｒ４、Ｒ５及びＲ６は、水素原子
であることが特に好ましい。
【０１１４】
　上記アルキル基は、環状アルキル基よりも鎖状アルキル基である方が好ましい。分岐を
有する鎖状アルキル基よりも、直鎖状アルキル基の方が好ましい。
【０１１５】
　アルキル基の炭素原子数は、１～３０であることが好ましく、１～２０であることがよ
り好ましく、１～１０であることが更に好ましく、１～８であることが更にまた好ましく
、１～６であることが最も好ましい。アルキル基は置換基を有していてもよい。
【０１１６】
　置換基の具体例としては、例えばハロゲン原子、アルコキシ基（例えばメトキシ、エト
キシ、エポキシエチルオキシ等の各基）及びアシルオキシ基（例えば、アクリロイルオキ
シ、メタクリロイルオキシ）等が挙げられる。上記アルケニル基は、環状アルケニル基よ
りも鎖状アルケニル基である方が好ましい。分岐を有する鎖状アルケニル基よりも、直鎖
状アルケニル基の方が好ましい。アルケニル基の炭素原子数は、２～３０であることが好
ましく、２～２０であることがより好ましく、２～１０であることが更に好ましく、２～
８であることが更にまた好ましく、２～６であることが最も好ましい。アルケニル基は、
置換基を有していてもよい。
【０１１７】
　置換基の具体例としては、ハロゲン原子、アルコキシ基（例えば、メトキシ、エトキシ
、エポキシエチルオキシ等の各基）またはアシルオキシ基（例えば、アクリロイルオキシ
、メタクリロイルオキシ等の各基）が挙げられる。
【０１１８】
　上記アリール基は、フェニル基またはナフチル基であることが好ましく、フェニル基で
あることが特に好ましい。アリール基は置換基を有していてもよい。
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【０１１９】
　置換基の具体例としては、例えば、ハロゲン原子、ヒドロキシル、シアノ、ニトロ、カ
ルボキシル、アルキル基、アルケニル基、アリール基、アルコキシ基、アルケニルオキシ
基、アリールオキシ基、アシルオキシ基、アルコキシカルボニル基、アルケニルオキシカ
ルボニル基、アリールオキシカルボニル基、スルファモイル、アルキル置換スルファモイ
ル基、アルケニル置換スルファモイル基、アリール置換スルファモイル基、スルホンアミ
ド基、カルバモイル、アルキル置換カルモイル基、アルケニル置換カルバモイル基、アリ
ール置換カルバモイル基、アミド基、アルキルチオ基、アルケニルチオ基、アリールチオ
基及びアシル基が含まれる。上記アルキル基は、前述したアルキル基と同義である。
【０１２０】
　アルコキシ基、アシルオキシ基、アルコキシカルボニル基、アルキル置換スルファモイ
ル基、スルホンアミド基、アルキル置換カルバモイル基、アミド基、アルキルチオ基とア
シル基のアルキル部分も、前述したアルキル基と同義である。
【０１２１】
　上記アルケニル基は、前述したアルケニル基と同義である。
【０１２２】
　アルケニルオキシ基、アシルオキシ基、アルケニルオキシカルボニル基、アルケニル置
換スルファモイル基、スルホンアミド基、アルケニル置換カルバモイル基、アミド基、ア
ルケニルチオ基及びアシル基のアルケニル部分も、前述したアルケニル基と同義である。
【０１２３】
　上記アリール基の具体例としては、例えば、フェニル、α－ナフチル、β－ナフチル、
４－メトキシフェニル、３，４－ジエトキシフェニル、４－オクチルオキシフェニルまた
は４－ドデシルオキシフェニル等の各基が挙げられる。
【０１２４】
　アリールオキシ基、アシルオキシ基、アリールオキシカルボニル基、アリール置換スル
ファモイル基、スルホンアミド基、アリール置換カルバモイル基、アミド基、アリールチ
オ基及びアシル基の部分の例は、上記アリール基と同義である。
【０１２５】
　Ｘ１、Ｘ２またはＸ３が－ＮＲ－、－Ｏ－または－Ｓ－である場合の複素環基は、芳香
族性を有することが好ましい。
【０１２６】
　芳香族性を有する複素環基中の複素環としては、一般に不飽和複素環であり、好ましく
は最多の二重結合を有する複素環である。複素環は、５員環、６員環または７員環である
ことが好ましく、５員環または６員環であることが更に好ましく、６員環であることが最
も好ましい。
【０１２７】
　複素環中のヘテロ原子は、Ｎ、ＳまたはＯ等の各原子であることが好ましく、Ｎ原子で
あることが特に好ましい。
【０１２８】
　芳香族性を有する複素環としては、ピリジン環（複素環基としては、例えば、２－ピリ
ジルまたは４－ピリジル等の各基）が特に好ましい。複素環基は、置換基を有していても
よい。複素環基の置換基の例は、上記アリール部分の置換基の例と同様である。
【０１２９】
　Ｘ１、Ｘ２またはＸ３が単結合である場合の複素環基は、窒素原子に遊離原子価を持つ
複素環基であることが好ましい。窒素原子に遊離原子価を持つ複素環基は、５員環、６員
環または７員環であることが好ましく、５員環または６員環であることが更に好ましく、
５員環であることが最も好ましい。複素環基は、複数の窒素原子を有していてもよい。
【０１３０】
　また、複素環基中のヘテロ原子は、窒素原子以外のヘテロ原子（例えば、Ｏ原子、Ｓ原
子）を有していてもよい。複素環基は、置換基を有していてもよい。複素環基の置換基の
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【０１３１】
　以下に、窒素原子に遊離原子価を持つ複素環基の具体例を示す。
【０１３２】
【化８】

【０１３３】
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【化９】

【０１３４】
　１，３，５－トリアジン環を有する化合物の分子量は、３００～２０００であることが
好ましい。該化合物の沸点は、２６０℃以上であることが好ましい。沸点は、市販の測定
装置（例えば、ＴＧ／ＤＴＡ１００、セイコー電子工業（株）製）を用いて測定出来る。
【０１３５】
　以下に、１，３，５－トリアジン環を有する化合物の具体例を示す。
【０１３６】
　尚、以下に示す複数のＲは同一の基を表す。
【０１３７】

【化１０】

【０１３８】
　（１）ブチル
　（２）２－メトキシ－２－エトキシエチル
　（３）５－ウンデセニル



(24) JP 2011-13699 A 2011.1.20

10

20

30

40

50

　（４）フェニル
　（５）４－エトキシカルボニルフェニル
　（６）４－ブトキシフェニル
　（７）ｐ－ビフェニリル
　（８）４－ピリジル
　（９）２－ナフチル
　（１０）２－メチルフェニル
　（１１）３，４－ジメトキシフェニル
　（１２）２－フリル
【０１３９】
【化１１】

【０１４０】
【化１２】

【０１４１】
　（１４）フェニル
　（１５）３－エトキシカルボニルフェニル
　（１６）３－ブトキシフェニル
　（１７）ｍ－ビフェニリル
　（１８）３－フェニルチオフェニル
　（１９）３－クロロフェニル
　（２０）３－ベンゾイルフェニル
　（２１）３－アセトキシフェニル
　（２２）３－ベンゾイルオキシフェニル
　（２３）３－フェノキシカルボニルフェニル
　（２４）３－メトキシフェニル
　（２５）３－アニリノフェニル
　（２６）３－イソブチリルアミノフェニル
　（２７）３－フェノキシカルボニルアミノフェニル
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　（２８）３－（３－エチルウレイド）フェニル
　（２９）３－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（３０）３－メチルフェニル
　（３１）３－フェノキシフェニル
　（３２）３－ヒドロキシフェニル
　（３３）４－エトキシカルボニルフェニル
　（３４）４－ブトキシフェニル
　（３５）ｐ－ビフェニリル
　（３６）４－フェニルチオフェニル
　（３７）４－クロロフェニル
　（３８）４－ベンゾイルフェニル
　（３９）４－アセトキシフェニル
　（４０）４－ベンゾイルオキシフェニル
　（４１）４－フェノキシカルボニルフェニル
　（４２）４－メトキシフェニル
　（４３）４－アニリノフェニル
　（４４）４－イソブチリルアミノフェニル
　（４５）４－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（４６）４－（３－エチルウレイド）フェニル
　（４７）４－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（４８）４－メチルフェニル
　（４９）４－フェノキシフェニル
　（５０）４－ヒドロキシフェニル
　（５１）３，４－ジエトキシカルボニルフェニル
　（５２）３，４－ジブトキシフェニル
　（５３）３，４－ジフェニルフェニル
　（５４）３，４－ジフェニルチオフェニル
　（５５）３，４－ジクロロフェニル
　（５６）３，４－ジベンゾイルフェニル
　（５７）３，４－ジアセトキシフェニル
　（５８）３，４－ジベンゾイルオキシフェニル
　（５９）３，４－ジフェノキシカルボニルフェニル
　（６０）３，４－ジメトキシフェニル
　（６１）３，４－ジアニリノフェニル
　（６２）３，４－ジメチルフェニル
　（６３）３，４－ジフェノキシフェニル
　（６４）３，４－ジヒドロキシフェニル
　（６５）２－ナフチル
　（６６）３，４，５－トリエトキシカルボニルフェニル
　（６７）３，４，５－トリブトキシフェニル
　（６８）３，４，５－トリフェニルフェニル
　（６９）３，４，５－トリフェニルチオフェニル
　（７０）３，４，５－トリクロロフェニル
　（７１）３，４，５－トリベンゾイルフェニル
　（７２）３，４，５－トリアセトキシフェニル
　（７３）３，４，５－トリベンゾイルオキシフェニル
　（７４）３，４，５－トリフェノキシカルボニルフェニル
　（７５）３，４，５－トリメトキシフェニル
　（７６）３，４，５－トリアニリノフェニル
　（７７）３，４，５－トリメチルフェニル
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　（７８）３，４，５－トリフェノキシフェニル
　（７９）３，４，５－トリヒドロキシフェニル
【０１４２】
【化１３】

【０１４３】
　（８０）フェニル
　（８１）３－エトキシカルボニルフェニル
　（８２）３－ブトキシフェニル
　（８３）ｍ－ビフェニリル
　（８４）３－フェニルチオフェニル
　（８５）３－クロロフェニル
　（８６）３－ベンゾイルフェニル
　（８７）３－アセトキシフェニル
　（８８）３－ベンゾイルオキシフェニル
　（８９）３－フェノキシカルボニルフェニル
　（９０）３－メトキシフェニル
　（９１）３－アニリノフェニル
　（９２）３－イソブチリルアミノフェニル
　（９３）３－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（９４）３－（３－エチルウレイド）フェニル
　（９５）３－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（９６）３－メチルフェニル
　（９７）３－フェノキシフェニル
　（９８）３－ヒドロキシフェニル
　（９９）４－エトキシカルボニルフェニル
　（１００）４－ブトキシフェニル
　（１０１）ｐ－ビフェニリル
　（１０２）４－フェニルチオフェニル
　（１０３）４－クロロフェニル
　（１０４）４－ベンゾイルフェニル
　（１０５）４－アセトキシフェニル
　（１０６）４－ベンゾイルオキシフェニル
　（１０７）４－フェノキシカルボニルフェニル
　（１０８）４－メトキシフェニル
　（１０９）４－アニリノフェニル
　（１１０）４－イソブチリルアミノフェニル
　（１１１）４－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（１１２）４－（３－エチルウレイド）フェニル
　（１１３）４－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
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　（１１４）４－メチルフェニル
　（１１５）４－フェノキシフェニル
　（１１６）４－ヒドロキシフェニル
　（１１７）３，４－ジエトキシカルボニルフェニル
　（１１８）３，４－ジブトキシフェニル
　（１１９）３，４－ジフェニルフェニル
　（１２０）３，４－ジフェニルチオフェニル
　（１２１）３，４－ジクロロフェニル
　（１２２）３，４－ジベンゾイルフェニル
　（１２３）３，４－ジアセトキシフェニル
　（１２４）３，４－ジベンゾイルオキシフェニル
　（１２５）３，４－ジフェノキシカルボニルフェニル
　（１２６）３，４－ジメトキシフェニル
　（１２７）３，４－ジアニリノフェニル
　（１２８）３，４－ジメチルフェニル
　（１２９）３，４－ジフェノキシフェニル
　（１３０）３，４－ジヒドロキシフェニル
　（１３１）２－ナフチル
　（１３２）３，４，５－トリエトキシカルボニルフェニル
　（１３３）３，４，５－トリブトキシフェニル
　（１３４）３，４，５－トリフェニルフェニル
　（１３５）３，４，５－トリフェニルチオフェニル
　（１３６）３，４，５－トリクロロフェニル
　（１３７）３，４，５－トリベンゾイルフェニル
　（１３８）３，４，５－トリアセトキシフェニル
　（１３９）３，４，５－トリベンゾイルオキシフェニル
　（１４０）３，４，５－トリフェノキシカルボニルフェニル
　（１４１）３，４，５－トリメトキシフェニル
　（１４２）３，４，５－トリアニリノフェニル
　（１４３）３，４，５－トリメチルフェニル
　（１４４）３，４，５－トリフェノキシフェニル
　（１４５）３，４，５－トリヒドロキシフェニル
【０１４４】
【化１４】

【０１４５】
　（１４６）フェニル
　（１４７）４－エトキシカルボニルフェニル
　（１４８）４－ブトキシフェニル
　（１４９）ｐ－ビフェニリル
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　（１５０）４－フェニルチオフェニル
　（１５１）４－クロロフェニル
　（１５２）４－ベンゾイルフェニル
　（１５３）４－アセトキシフェニル
　（１５４）４－ベンゾイルオキシフェニル
　（１５５）４－フェノキシカルボニルフェニル
　（１５６）４－メトキシフェニル
　（１５７）４－アニリノフェニル
　（１５８）４－イソブチリルアミノフェニル
　（１５９）４－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（１６０）４－（３－エチルウレイド）フェニル
　（１６１）４－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（１６２）４－メチルフェニル
　（１６３）４－フェノキシフェニル
　（１６４）４－ヒドロキシフェニル
【０１４６】
【化１５】

【０１４７】
　（１６５）フェニル
　（１６６）４－エトキシカルボニルフェニル
　（１６７）４－ブトキシフェニル
　（１６８）ｐ－ビフェニリル
　（１６９）４－フェニルチオフェニル
　（１７０）４－クロロフェニル
　（１７１）４－ベンゾイルフェニル
　（１７２）４－アセトキシフェニル
　（１７３）４－ベンゾイルオキシフェニル
　（１７４）４－フェノキシカルボニルフェニル
　（１７５）４－メトキシフェニル
　（１７６）４－アニリノフェニル
　（１７７）４－イソブチリルアミノフェニル
　（１７８）４－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（１７９）４－（３－エチルウレイド）フェニル
　（１８０）４－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（１８１）４－メチルフェニル
　（１８２）４－フェノキシフェニル
　（１８３）４－ヒドロキシフェニル
【０１４８】
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【化１６】

【０１４９】
　（１８４）フェニル
　（１８５）４－エトキシカルボニルフェニル
　（１８６）４－ブトキシフェニル
　（１８７）ｐ－ビフェニリル
　（１８８）４－フェニルチオフェニル
　（１８９）４－クロロフェニル
　（１９０）４－ベンゾイルフェニル
　（１９１）４－アセトキシフェニル
　（１９２）４－ベンゾイルオキシフェニル
　（１９３）４－フェノキシカルボニルフェニル
　（１９４）４－メトキシフェニル
　（１９５）４－アニリノフェニル
　（１９６）４－イソブチリルアミノフェニル
　（１９７）４－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（１９８）４－（３－エチルウレイド）フェニル
　（１９９）４－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（２００）４－メチルフェニル
　（２０１）４－フェノキシフェニル
　（２０２）４－ヒドロキシフェニル
【０１５０】

【化１７】

【０１５１】
　（２０３）フェニル
　（２０４）４－エトキシカルボニルフェニル
　（２０５）４－ブトキシフェニル
　（２０６）ｐ－ビフェニリル
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　（２０７）４－フェニルチオフェニル
　（２０８）４－クロロフェニル
　（２０９）４－ベンゾイルフェニル
　（２１０）４－アセトキシフェニル
　（２１１）４－ベンゾイルオキシフェニル
　（２１２）４－フェノキシカルボニルフェニル
　（２１３）４－メトキシフェニル
　（２１４）４－アニリノフェニル
　（２１５）４－イソブチリルアミノフェニル
　（２１６）４－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（２１７）４－（３－エチルウレイド）フェニル
　（２１８）４－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（２１９）４－メチルフェニル
　（２２０）４－フェノキシフェニル
　（２２１）４－ヒドロキシフェニル
【０１５２】
【化１８】

【０１５３】
　（２２２）フェニル
　（２２３）４－ブチルフェニル
　（２２４）４－（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（２２５）４－（５－ノネニル）フェニル
　（２２６）ｐ－ビフェニリル
　（２２７）４－エトキシカルボニルフェニル
　（２２８）４－ブトキシフェニル
　（２２９）４－メチルフェニル
　（２３０）４－クロロフェニル
　（２３１）４－フェニルチオフェニル
　（２３２）４－ベンゾイルフェニル
　（２３３）４－アセトキシフェニル
　（２３４）４－ベンゾイルオキシフェニル
　（２３５）４－フェノキシカルボニルフェニル
　（２３６）４－メトキシフェニル
　（２３７）４－アニリノフェニル
　（２３８）４－イソブチリルアミノフェニル
　（２３９）４－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（２４０）４－（３－エチルウレイド）フェニル
　（２４１）４－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（２４２）４－フェノキシフェニル



(31) JP 2011-13699 A 2011.1.20

10

20

30

40

50

　（２４３）４－ヒドロキシフェニル
　（２４４）３－ブチルフェニル
　（２４５）３－（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（２４６）３－（５－ノネニル）フェニル
　（２４７）ｍ－ビフェニリル
　（２４８）３－エトキシカルボニルフェニル
　（２４９）３－ブトキシフェニル
　（２５０）３－メチルフェニル
　（２５１）３－クロロフェニル
　（２５２）３－フェニルチオフェニル
　（２５３）３－ベンゾイルフェニル
　（２５４）３－アセトキシフェニル
　（２５５）３－ベンゾイルオキシフェニル
　（２５６）３－フェノキシカルボニルフェニル
　（２５７）３－メトキシフェニル
　（２５８）３－アニリノフェニル
　（２５９）３－イソブチリルアミノフェニル
　（２６０）３－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（２６１）３－（３－エチルウレイド）フェニル
　（２６２）３－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（２６３）３－フェノキシフェニル
　（２６４）３－ヒドロキシフェニル
　（２６５）２－ブチルフェニル
　（２６６）２－（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（２６７）２－（５－ノネニル）フェニル
　（２６８）ｏ－ビフェニリル
　（２６９）２－エトキシカルボニルフェニル
　（２７０）２－ブトキシフェニル
　（２７１）２－メチルフェニル
　（２７２）２－クロロフェニル
　（２７３）２－フェニルチオフェニル
　（２７４）２－ベンゾイルフェニル
　（２７５）２－アセトキシフェニル
　（２７６）２－ベンゾイルオキシフェニル
　（２７７）２－フェノキシカルボニルフェニル
　（２７８）２－メトキシフェニル
　（２７９）２－アニリノフェニル
　（２８０）２－イソブチリルアミノフェニル
　（２８１）２－フェノキシカルボニルアミノフェニル
　（２８２）２－（３－エチルウレイド）フェニル
　（２８３）２－（３，３－ジエチルウレイド）フェニル
　（２８４）２－フェノキシフェニル
　（２８５）２－ヒドロキシフェニル
　（２８６）３，４－ジブチルフェニル
　（２８７）３，４－ジ（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（２８８）３，４－ジフェニルフェニル
　（２８９）３，４－ジエトキシカルボニルフェニル
　（２９０）３，４－ジドデシルオキシフェニル
　（２９１）３，４－ジメチルフェニル
　（２９２）３，４－ジクロロフェニル
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　（２９３）３，４－ジベンゾイルフェニル
　（２９４）３，４－ジアセトキシフェニル
　（２９５）３，４－ジメトキシフェニル
　（２９６）３，４－ジ－Ｎ－メチルアミノフェニル
　（２９７）３，４－ジイソブチリルアミノフェニル
　（２９８）３，４－ジフェノキシフェニル
　（２９９）３，４－ジヒドロキシフェニル
　（３００）３，５－ジブチルフェニル
　（３０１）３，５－ジ（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（３０２）３，５－ジフェニルフェニル
　（３０３）３，５－ジエトキシカルボニルフェニル
　（３０４）３，５－ジドデシルオキシフェニル
　（３０５）３，５－ジメチルフェニル
　（３０６）３，５－ジクロロフェニル
　（３０７）３，５－ジベンゾイルフェニル
　（３０８）３，５－ジアセトキシフェニル
　（３０９）３，５－ジメトキシフェニル
　（３１０）３，５－ジ－Ｎ－メチルアミノフェニル
　（３１１）３，５－ジイソブチリルアミノフェニル
　（３１２）３，５－ジフェノキシフェニル
　（３１３）３，５－ジヒドロキシフェニル
　（３１４）２，４－ジブチルフェニル
　（３１５）２，４－ジ（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（３１６）２，４－ジフェニルフェニル
　（３１７）２，４－ジエトキシカルボニルフェニル
　（３１８）２，４－ジドデシルオキシフェニル
　（３１９）２，４－ジメチルフェニル
　（３２０）２，４－ジクロロフェニル
　（３２１）２，４－ジベンゾイルフェニル
　（３２２）２，４－ジアセトキシフェニル
　（３２３）２，４－ジメトキシフェニル
　（３２４）２，４－ジ－Ｎ－メチルアミノフェニル
　（３２５）２，４－ジイソブチリルアミノフェニル
　（３２６）２，４－ジフェノキシフェニル
　（３２７）２，４－ジヒドロキシフェニル
　（３２８）２，３－ジブチルフェニル
　（３２９）２，３－ジ（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（３３０）２，３－ジフェニルフェニル
　（３３１）２，３－ジエトキシカルボニルフェニル
　（３３２）２，３－ジドデシルオキシフェニル
　（３３３）２，３－ジメチルフェニル
　（３３４）２，３－ジクロロフェニル
　（３３５）２，３－ジベンゾイルフェニル
　（３３６）２，３－ジアセトキシフェニル
　（３３７）２，３－ジメトキシフェニル
　（３３８）２，３－ジ－Ｎ－メチルアミノフェニル
　（３３９）２，３－ジイソブチリルアミノフェニル
　（３４０）２，３－ジフェノキシフェニル
　（３４１）２，３－ジヒドロキシフェニル
　（３４２）２，６－ジブチルフェニル
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　（３４３）２，６－ジ（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（３４４）２，６－ジフェニルフェニル
　（３４５）２，６－ジエトキシカルボニルフェニル
　（３４６）２，６－ジドデシルオキシフェニル
　（３４７）２，６－ジメチルフェニル
　（３４８）２，６－ジクロロフェニル
　（３４９）２，６－ジベンゾイルフェニル
　（３５０）２，６－ジアセトキシフェニル
　（３５１）２，６－ジメトキシフェニル
　（３５２）２，６－ジ－Ｎ－メチルアミノフェニル
　（３５３）２，６－ジイソブチリルアミノフェニル
　（３５４）２，６－ジフェノキシフェニル
　（３５５）２，６－ジヒドロキシフェニル
　（３５６）３，４，５－トリブチルフェニル
　（３５７）３，４，５－トリ（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（３５８）３，４，５－トリフェニルフェニル
　（３５９）３，４，５－トリエトキシカルボニルフェニル
　（３６０）３，４，５－トリドデシルオキシフェニル
　（３６１）３，４，５－トリメチルフェニル
　（３６２）３，４，５－トリクロロフェニル
　（３６３）３，４，５－トリベンゾイルフェニル
　（３６４）３，４，５－トリアセトキシフェニル
　（３６５）３，４，５－トリメトキシフェニル
　（３６６）３，４，５－トリ－Ｎ－メチルアミノフェニル
　（３６７）３，４，５－トリイソブチリルアミノフェニル
　（３６８）３，４，５－トリフェノキシフェニル
　（３６９）３，４，５－トリヒドロキシフェニル
　（３７０）２，４，６－トリブチルフェニル
　（３７１）２，４，６－トリ（２－メトキシ－２－エトキシエチル）フェニル
　（３７２）２，４，６－トリフェニルフェニル
　（３７３）２，４，６－トリエトキシカルボニルフェニル
　（３７４）２，４，６－トリドデシルオキシフェニル
　（３７５）２，４，６－トリメチルフェニル
　（３７６）２，４，６－トリクロロフェニル
　（３７７）２，４，６－トリベンゾイルフェニル
　（３７８）２，４，６－トリアセトキシフェニル
　（３７９）２，４，６－トリメトキシフェニル
　（３８０）２，４，６－トリ－Ｎ－メチルアミノフェニル
　（３８１）２，４，６－トリイソブチリルアミノフェニル
　（３８２）２，４，６－トリフェノキシフェニル
　（３８３）２，４，６－トリヒドロキシフェニル
　（３８４）ペンタフルオロフェニル
　（３８５）ペンタクロロフェニル
　（３８６）ペンタメトキシフェニル
　（３８７）６－Ｎ－メチルスルファモイル－８－メトキシ－２－ナフチル
　（３８８）５－Ｎ－メチルスルファモイル－２－ナフチル
　（３８９）６－Ｎ－フェニルスルファモイル－２－ナフチル
　（３９０）５－エトキシ－７－Ｎ－メチルスルファモイル－２－ナフチル
　（３９１）３－メトキシ－２－ナフチル
　（３９２）１－エトキシ－２－ナフチル
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　（３９３）６－Ｎ－フェニルスルファモイル－８－メトキシ－２－ナフチル
　（３９４）５－メトキシ－７－Ｎ－フェニルスルファモイル－２－ナフチル
　（３９５）１－（４－メチルフェニル）－２－ナフチル
　（３９６）６，８－ジ－Ｎ－メチルスルファモイル－２－ナフチル
　（３９７）６－Ｎ－２－アセトキシエチルスルファモイル－８－メトキシ－２－ナフチ
ル
　（３９８）５－アセトキシ－７－Ｎ－フェニルスルファモイル－２－ナフチル
　（３９９）３－ベンゾイルオキシ－２－ナフチル
　（４００）５－アセチルアミノ－１－ナフチル
　（４０１）２－メトキシ－１－ナフチル
　（４０２）４－フェノキシ－１－ナフチル
　（４０３）５－Ｎ－メチルスルファモイル－１－ナフチル
　（４０４）３－Ｎ－メチルカルバモイル－４－ヒドロキシ－１－ナフチル
　（４０５）５－メトキシ－６－Ｎ－エチルスルファモイル－１－ナフチル
　（４０６）７－テトラデシルオキシ－１－ナフチル
　（４０７）４－（４－メチルフェノキシ）－１－ナフチル
　（４０８）６－Ｎ－メチルスルファモイル－１－ナフチル
　（４０９）３－Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル－４－メトキシ－１－ナフチル
　（４１０）５－メトキシ－６－Ｎ－ベンジルスルファモイル－１－ナフチル
　（４１１）３，６－ジ－Ｎ－フェニルスルファモイル－１－ナフチル
　（４１２）メチル
　（４１３）エチル
　（４１４）ブチル
　（４１５）オクチル
　（４１６）ドデシル
　（４１７）２－ブトキシ－２－エトキシエチル
　（４１８）ベンジル
　（４１９）４－メトキシベンジル
【０１５４】



(35) JP 2011-13699 A 2011.1.20

10

20

30

40

【化１９】

【０１５５】
　（４２４）メチル
　（４２５）フェニル
　（４２６）ブチル
【０１５６】
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【化２０】

【０１５７】
　（４３０）メチル
　（４３１）エチル
　（４３２）ブチル
　（４３３）オクチル
　（４３４）ドデシル
　（４３５）２－ブトキシ２－エトキシエチル
　（４３６）ベンジル
　（４３７）４－メトキシベンジル
【０１５８】
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【化２１】

【０１５９】
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【化２２】

【０１６０】
　本発明においては、１，３，５－トリアジン環を有する化合物として、メラミンポリマ
ーを用いてもよい。メラミンポリマーは、下記一般式（Ｄ）で示すメラミン化合物とカル
ボニル化合物との重合反応により合成することが好ましい。
【０１６１】
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【化２３】

【０１６２】
　上記合成反応スキームにおいて、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５及びＲ１６

は、水素原子、アルキル基、アルケニル基、アリール基または複素環基である。
【０１６３】
　上記アルキル基、アルケニル基、アリール基及び複素環基及びこれらの置換基は前記一
般式（Ｃ）で説明した各基、それらの置換基と同義である。
【０１６４】
　メラミン化合物とカルボニル化合物との重合反応は、通常のメラミン樹脂（例えば、メ
ラミンホルムアルデヒド樹脂等）の合成方法と同様である。また、市販のメラミンポリマ
ー（メラミン樹脂）を用いてもよい。
【０１６５】
　メラミンポリマーの分子量は、２千～４０万であることが好ましい。メラミンポリマー
の繰り返し単位の具体例を以下に示す。
【０１６６】

【化２４】

【０１６７】
　ＭＰ－１：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３
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　ＭＰ－３：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－４：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－５：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－６：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ
（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－７：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－８：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－９：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１３：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１４：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１５：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１６：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１７：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１８：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１９：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－２０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－２１：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－２２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－２３：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－２４：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－２５：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－２６：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－２７：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－２８：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－２９：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６

：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－３０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－３１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－３２：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－３３：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－３４：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６

：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－３５：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－３６：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－３７：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－３８：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ

１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－３９：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－
Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２
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　ＭＰ－４０：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
ＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－４１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２

ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－４２：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－
Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－４３：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
ＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－４４：Ｒ１３：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：Ｃ
Ｈ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－４５：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－４６：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
ＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－４７：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（
ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－４８：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－４９：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
ＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－５０：Ｒ１３：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ

１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

【０１６８】
【化２５】

【０１６９】
　ＭＰ－５１：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－５２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－５３：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－５４：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－５５：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－５６：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝Ｃ
Ｈ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－５７：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－５８：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－５９：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－６０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－６１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３
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　ＭＰ－６２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－６３：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－６４：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－６５：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－６６：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－６７：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－６８：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－６９：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－７０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－７１：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－７２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－７３：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－７４：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－７５：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－７６：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－７７：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－７８：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－７９：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６

：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－８０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－８１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－８２：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－８３：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－８４：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６

：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－８５：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－８６：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－８７：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２

Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－８８：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ

１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－８９：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－
Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－９０：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
ＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－９１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２

ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－９２：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－
Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－９３：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
ＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－９４：Ｒ１３：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：Ｃ
Ｈ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２
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　ＭＰ－９５：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－９６：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
ＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－９７：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（
ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－９８：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－９９：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯ
ＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－１００：Ｒ１３：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；
Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

【０１７０】
【化２６】

【０１７１】
　ＭＰ－１０１：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１０２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１０３：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１０４：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１０５：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１０６：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝
ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－１０７：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１０８：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１０９：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１１０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１１１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１１２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１１３：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１１４：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１１５：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１１６：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ

９
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　ＭＰ－１１７：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１１８：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１１９：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ
Ｈ
　ＭＰ－１２０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ
Ｈ
　ＭＰ－１２１：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１２２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１２３：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１２４：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１２５：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１２６：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ
Ｈ
　ＭＰ－１２７：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ
Ｈ
　ＭＰ－１２８：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１２９：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１

６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１３０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１３１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１３２：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１３３：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１３４：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１

６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１３５：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１３６：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１３７：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１３８：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；
Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１３９：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ
－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１４０：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
ＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１４１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ

２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３
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　ＭＰ－１４２：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ
－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１４３：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
ＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１４４：Ｒ１３：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：
ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１４５：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
Ｏ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１４６：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
ＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－１４７：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ
（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１４８：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
Ｏ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１４９：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
ＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－１５０：Ｒ１３：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；
Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

【０１７２】
【化２７】

【０１７３】
　ＭＰ－１５１：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１５２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１５３：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１５４：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１５５：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１５６：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝
ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－１５７：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１５８：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１５９：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１６０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１６１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１６２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１６３：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１６４：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１６５：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ
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　ＭＰ－１６６：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１６７：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１６８：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１６９：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ
Ｈ
　ＭＰ－１７０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｉ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ
Ｈ
　ＭＰ－１７１：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１７２：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１７３：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１７４：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１７５：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ

９

　ＭＰ－１７６：Ｒ１３、Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ
Ｈ
　ＭＰ－１７７：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ
Ｈ
　ＭＰ－１７８：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１７９：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１

６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１８０：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１８１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１８２：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１８３：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５、Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１８４：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１

６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１８５：Ｒ１３、Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１８６：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１８７：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４、Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ

２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１８８：Ｒ１３、Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；
Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ
　ＭＰ－１８９：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ
－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１９０：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
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ＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１９１：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１５：ＣＨ

２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１９２：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２Ｏ－ｎ
－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１９３：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
ＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９

　ＭＰ－１９４：Ｒ１３：ＣＨ２Ｏ－ｎ－Ｃ４Ｈ９；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：
ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１９５：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
Ｏ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１９６：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
ＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－１９７：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１４：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ
（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＯＣＨ３

　ＭＰ－１９８：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
Ｏ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　ＭＰ－１９９：Ｒ１３：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１４：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１５：ＣＨ２ＮＨＣ
ＯＣＨ＝ＣＨ２；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３

　ＭＰ－２００：Ｒ１３：ＣＨ２ＮＨＣＯ（ＣＨ２）７ＣＨ＝ＣＨ（ＣＨ２）７ＣＨ３；
Ｒ１４：ＣＨ２ＯＣＨ３；Ｒ１５：ＣＨ２ＯＨ；Ｒ１６：ＣＨ２ＮＨＣＯＣＨ＝ＣＨ２

　本発明においては、上記繰り返し単位を二種類以上組み合わせたコポリマーを用いても
よい。二種類以上のホモポリマーまたはコポリマーを併用してもよい。
【０１７４】
　また、二種類以上の１，３，５－トリアジン環を有する化合物を併用してもよい。二種
類以上の円盤状化合物（例えば、１，３，５－トリアジン環を有する化合物とポルフィリ
ン骨格を有する化合物）を併用してもよい。
【０１７５】
　これらの添加剤はセルロースエステルフィルムに対して０．２～３０質量％、特に好ま
しくは１～２０質量％含有することが好ましい。
【０１７６】
　また、特開２００１－２３５６２１の一般式（Ｉ）で示されているトリアジン系化合物
も本発明に係るセルロースエステルフィルムに好ましく用いられる。
【０１７７】
　本発明に係るセルロースエステルフィルムは紫外線吸収剤を２種以上を含有することが
好ましい。
【０１７８】
　また、紫外線吸収剤としては高分子紫外線吸収剤も好ましく用いることが出来、特に特
開平６－１４８４３０号記載のポリマータイプの紫外線吸収剤が好ましく用いられる。
【０１７９】
　紫外線吸収剤の添加方法は、メタノール、エタノール、ブタノール等のアルコールやメ
チレンクロライド、酢酸メチル、アセトン、ジオキソラン等の有機溶媒或いはこれらの混
合溶媒に紫外線吸収剤を溶解してからドープに添加するか、または直接ドープ組成中に添
加してもよい。無機粉体のように有機溶剤に溶解しないものは、有機溶剤とセルロースエ
ステル中にデゾルバーやサンドミルを使用し、分散してからドープに添加する。
【０１８０】
　紫外線吸収剤の使用量は、紫外線吸収剤の種類、使用条件等により一様ではないが、セ
ルロースエステルフィルムの乾燥膜厚が３０～２００μｍの場合は、セルロースエステル
フィルムに対して０．５～４．０質量％が好ましく、０．６～２．０質量％が更に好まし
い。
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【０１８１】
　〈微粒子〉
　本発明に係るセルロースエステルフィルムには、微粒子を含有することが好ましい。
【０１８２】
　本発明に使用される微粒子としては、無機化合物の例として、二酸化珪素、二酸化チタ
ン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、炭酸カルシウム、炭酸カルシウム、タルク、
クレイ、焼成カオリン、焼成ケイ酸カルシウム、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニ
ウム、ケイ酸マグネシウム及びリン酸カルシウムを挙げることが出来る。微粒子は珪素を
含むものが濁度が低くなる点で好ましく、特に二酸化珪素が好ましい。
【０１８３】
　微粒子の一次粒子の平均径は５～５０ｎｍが好ましく、更に好ましいのは７～２０ｎｍ
である。これらは主に粒径０．０５～０．３μｍの２次凝集体として含有されることが好
ましい。セルロースエステルフィルム中のこれらの微粒子の含有量は０．０５～１質量％
であることが好ましく、特に０．１～０．５質量％が好ましい。共流延法による多層構成
のセルロースエステルフィルムの場合は、表面にこの添加量の微粒子を含有することが好
ましい。
【０１８４】
　二酸化珪素の微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ８１
２、２００、２００Ｖ、３００、Ｒ２０２、ＯＸ５０、ＴＴ６００（以上日本アエロジル
（株）製）の商品名で市販されており、使用することが出来る。
【０１８５】
　酸化ジルコニウムの微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７６及びＲ８１１（以上日本ア
エロジル（株）製）の商品名で市販されており、使用することが出来る。
【０１８６】
　ポリマーの例として、シリコーン樹脂、フッ素樹脂及びアクリル樹脂を挙げることが出
来る。シリコーン樹脂が好ましく、特に三次元の網状構造を有するものが好ましく、例え
ば、トスパール１０３、同１０５、同１０８、同１２０、同１４５、同３１２０及び同２
４０（以上東芝シリコーン（株）製）の商品名で市販されており、使用することが出来る
。
【０１８７】
　これらの中でもアエロジル２００Ｖ、アエロジルＲ９７２Ｖがセルロースエステルフィ
ルムの濁度を低く保ちながら、摩擦係数を下げる効果が大きいため特に好ましく用いられ
る。本発明で用いられるセルロースエステルフィルムにおいては活性線硬化樹脂層の裏面
側の動摩擦係数が１．０以下であることが好ましい。
【０１８８】
　〈酸化防止剤〉
　本発明は以下の酸化防止剤を用いることが好ましい。
【０１８９】
　酸化防止剤としては、フェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤、イオウ系酸化防止
剤、耐熱加工安定剤、酸素スカベンジャー等が挙げられ、これらの中でもフェノール系酸
化防止剤、特にアルキル置換フェノール系酸化防止剤が好ましい。これらの酸化防止剤を
配合することにより、透明性、耐熱性等を低下させることなく、成型時の熱や酸化劣化等
による成形体の着色や強度低下を防止出来る。これらの酸化防止剤は、それぞれ単独で、
或いは２種以上を組み合わせて用いることが出来、その配合量は、本発明の目的を損なわ
ない範囲で適宜選択されるが、本発明に係るセルロースエステル１００質量部に対して好
ましくは０．００１～５質量部、より好ましくは０．０１～１質量部である。
【０１９０】
　酸化防止剤としては、ヒンダードフェノール酸化防止剤化合物は既知の化合物であり、
例えば、米国特許第４，８３９，４０５号明細書の第１２～１４欄に記載されているもの
などの、２，６－ジアルキルフェノール誘導体化合物が含まれる。このような化合物には
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、以下の一般式（１）のものが含まれる。
【０１９１】
【化２８】

【０１９２】
　上式中、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３は、更に置換されているかまたは置換されていないアルキ
ル置換基を表す。ヒンダードフェノール化合物の具体例には、ｎ－オクタデシル３－（３
，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－プロピオネート、ｎ－オクタデシル
３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－アセテート、ｎ－オクタデ
シル３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、ｎ－ヘキシル３，５－ジ－
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニルベンゾエート、ｎ－ドデシル３，５－ジ－ｔ－ブチ
ル－４－ヒドロキシフェニルベンゾエート、ネオ－ドデシル３－（３，５－ジ－ｔ－ブチ
ル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、ドデシルβ（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、エチルα－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－
ｔ－ブチルフェニル）イソブチレート、オクタデシルα－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ
－ｔ－ブチルフェニル）イソブチレート、オクタデシルα－（４－ヒドロキシ－３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、２－（ｎ－オクチルチオ）
エチル３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ベンゾエート、２－（ｎ－オクチルチ
オ）エチル３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－フェニルアセテート、２－（ｎ－
オクタデシルチオ）エチル３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニルアセテート
、２－（ｎ－オクタデシルチオ）エチル３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ベン
ゾエート、２－（２－ヒドロキシエチルチオ）エチル３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシベンゾエート、ジエチルグリコールビス－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシ－フェニル）プロピオネート、２－（ｎ－オクタデシルチオ）エチル３－（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、ステアルアミドＮ，Ｎ－ビ
ス－［エチレン３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネー
ト］、ｎ－ブチルイミノＮ，Ｎ－ビス－［エチレン３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－
ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、２－（２－ステアロイルオキシエチルチオ）エ
チル３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート、２－（２－ステアロイルオ
キシエチルチオ）エチル７－（３－メチル－５－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）
ヘプタノエート、１，２－プロピレングリコールビス－［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル
－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、エチレングリコールビス－［３－（３，
５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、ネオペンチルグリコ
ールビス－［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート
］、エチレングリコールビス－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニルアセ
テート）、グリセリン－ｌ－ｎ－オクタデカノエート－２，３－ビス－（３，５－ジ－ｔ
－ブチル－４－ヒドロキシフェニルアセテート）、ペンタエリトリトール－テトラキス－
［３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、
１，１，１－トリメチロールエタン－トリス－［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）プロピオネート］、ソルビトールヘキサ－［３－（３，５－ジ－ｔ－
ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、２－ヒドロキシエチル７－（３－
メチル－５－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、２－ステアロイル
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ート、１，６－ｎ－ヘキサンジオール－ビス［（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシフェニル）プロピオネート］、ペンタエリトリトール－テトラキス（３，５－ジ－
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシヒドロシンナメート）が含まれる。上記タイプのヒンダード
フェノール系酸化防止剤化合物は、例えば、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌｓから、“Ｉｒｇａｎｏｘ１０７６”及び“Ｉｒｇａｎｏｘ１０１０”という商品
名で市販されている。
【０１９３】
　その他の酸化防止剤としては、具体的には、トリスノニルフェニルホスファイト、トリ
フェニルホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト
等のリン系酸化防止剤、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネート、ジミリスチル－
３，３’－チオジプロピオネート、ジステアリル－３，３’－チオジプロピオネート、ペ
ンタエリスリチルテトラキス（３－ラウリルチオプロピオネート）等のイオウ系酸化防止
剤、２－ｔｅｒｔ－ブチル－６－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－２－ヒドロキシ－５－メチル
ベンジル）－４－メチルフェニルアクリレート、２－［１－（２－ヒドロキシ－３、５－
ジ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェニル）エチル］－４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ペンチルフェニル
アクリレート等の耐熱加工安定剤、特公平０８－２７５０８記載の３，４－ジヒドロ－２
Ｈ－１－ベンゾピラン系化合物、３，３’－スピロジクロマン系化合物、１，１－スピロ
インダン系化合物、モルホリン、チオモルホリン、チオモルホリンオキシド、チオモルホ
リンジオキシド、ピペラジン骨格を部分構造に有する化合物、特開平０３－１７４１５０
記載のジアルコキシベンゼン系化合物等の酸素スカベンジャー等が挙げられる。これら酸
化防止剤の部分構造が、ポリマーの一部、或いは規則的にポリマーへペンダントされてい
ても良く、可塑剤、酸掃去剤、紫外線吸収剤等の添加剤の分子構造の一部に導入されてい
ても良い。
【０１９４】
　（酸捕捉剤）
　酸捕捉剤としては、米国特許第４，１３７，２０１号明細書に記載されている酸捕捉剤
としてのエポキシ化合物を含有させてもよい。このような酸捕捉剤としてのエポキシ化合
物は当該技術分野において既知であり、種々のポリグリコールのジグリシジルエーテル、
特にポリグリコール１モル当たりに約８～４０モルのエチレンオキシドなどの縮合によっ
て誘導されるポリグリコール、グリセロールのジグリシジルエーテルなど、金属エポキシ
化合物（例えば、塩化ビニルポリマー組成物において、及び塩化ビニルポリマー組成物と
共に、従来から利用されているもの）、エポキシ化エーテル縮合生成物、ビスフェノール
Ａのジグリシジルエーテル（即ち、４，４’－ジヒドロキシジフェニルジメチルメタン）
、エポキシ化不飽和脂肪酸エステル（特に、２～２２この炭素原子の脂肪酸の４～２個程
度の炭素原子のアルキルのエステル（例えば、ブチルエポキシステアレート）など）、及
び種々のエポキシ化長鎖脂肪酸トリグリセリドなど（例えば、エポキシ化大豆油などの組
成物によって代表され、例示され得る、エポキシ化植物油及び他の不飽和天然油（これら
は時としてエポキシ化天然グリセリドまたは不飽和脂肪酸と称され、これらの脂肪酸は一
般に１２～２２個の炭素原子を含有している））が含まれる。特に好ましいのは、市販の
エポキシ基含有エポキシド樹脂化合物　ＥＰＯＮ　８１５ｃ、及び一般式（２）の他のエ
ポキシ化エーテルオリゴマー縮合生成物である。
【０１９５】
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【化２９】

【０１９６】
　上式中、ｎは０～１２に等しい。用いることが出来る更に可能な酸捕捉剤としては、特
開平５－１９４７８８号公報の段落番号８７～１０５に記載されているものが含まれる。
【０１９７】
　（光安定剤）
　光安定剤としては、ヒンダードアミン光安定剤（ＨＡＬＳ）化合物が挙げられ、これは
既知の化合物であり、例えば、米国特許第４，６１９，９５６号明細書の第５～１１欄及
び米国特許第４，８３９，４０５号明細書の第３～５欄に記載されているように、２，２
，６，６－テトラアルキルピペリジン化合物、またはそれらの酸付加塩若しくはそれらと
金属化合物との錯体が含まれる。このような化合物には、以下の一般式（３）のものが含
まれる。
【０１９８】
【化３０】

【０１９９】
　上式中、Ｒ１及びＲ２は、Ｈまたは置換基である。ヒンダードアミン光安定剤化合物の
具体例には、４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１－アリル－
４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１－ベンジル－４－ヒドロ
キシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１－（４－ｔ－ブチル－２－ブテニル
）－４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－ステアロイルオキ
シ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、１－エチル－４－サリチロイルオキシ－
２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－メタクリロイルオキシ－１，２，２，６
，６－ペンタメチルピペリジン、１，２，２，６，６－ペンタメチルピペリジン－４－イ
ル－β（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－プロピオネート、１－ベ
ンジル－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジニルマレイネート（ｍａｌｅｉｎ
ａｔｅ）、（ジ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）－アジペート、
（ジ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）－セバケート、（ジ－１，
２，３，６－テトラメチル－２，６－ジエチル－ピペリジン－４－イル）－セバケート、
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（ジ－１－アリル－２，２，６，６－テトラメチル－ピペリジン－４－イル）－フタレー
ト、１－アセチル－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル－アセテート、
トリメリト酸－トリ－（２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）エステル
、１－アクリロイル－４－ベンジルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、
ジブチル－マロン酸－ジ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－ピペリジン－４－イル
）－エステル、ジベンジル－マロン酸－ジ－（１，２，３，６－テトラメチル－２，６－
ジエチル－ピペリジン－４－イル）－エステル、ジメチル－ビス－（２，２，６，６－テ
トラメチルピペリジン－４－オキシ）－シラン，トリス－（１－プロピル－２，２，６，
６－テトラメチルピペリジン－４－イル）－ホスフィット、トリス－（１－プロピル－２
，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）－ホスフェート，Ｎ，Ｎ’－ビス－
（２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）－ヘキサメチレン－１，６－ジ
アミン、Ｎ，Ｎ’－ビス－（２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）－ヘ
キサメチレン－１，６－ジアセトアミド、１－アセチル－４－（Ｎ－シクロヘキシルアセ
トアミド）－２，２，６，６－テトラメチル－ピペリジン、４－ベンジルアミノ－２，２
，６，６－テトラメチルピペリジン、Ｎ，Ｎ’－ビス－（２，２，６，６－テトラメチル
ピペリジン－４－イル）－Ｎ，Ｎ’－ジブチル－アジパミド、Ｎ，Ｎ’－ビス－（２，２
，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）－Ｎ，Ｎ’－ジシクロヘキシル－（２－
ヒドロキシプロピレン）、Ｎ，Ｎ’－ビス－（２，２，６，６－テトラメチルピペリジン
－４－イル）－ｐ－キシリレン－ジアミン、４－（ビス－２－ヒドロキシエチル）－アミ
ノ－１，２，２，６，６－ペンタメチルピペリジン、４－メタクリルアミド－１，２，２
，６，６－ペンタメチルピペリジン、α－シアノ－β－メチル－β－［Ｎ－（２，２，６
，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）］－アミノ－アクリル酸メチルエステル。好
ましいヒンダードアミン光安定剤の例には、以下のＨＡＬＳ－１及びＨＡＬＳ－２が含ま
れる。
【０２００】
【化３１】

【０２０１】
　これらのヒンダードアミン系耐光安定剤は、それぞれ単独で、或いは２種以上を組み合
わせて用いることが出来、またこれらヒンダードアミン系耐光安定剤と可塑剤、酸掃去剤
、紫外線吸収剤等の添加剤と併用しても、添加剤の分子構造の一部に導入されていても良
い。その配合量は、本発明の目的を損なわない範囲で適宜選択されるが、本発明に係るセ
ルロースエステル１００質量部に対して好ましくは０．０１～２０質量部、より好ましく
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は０．０２～１５質量部、特に好ましくは０．０５～１０質量部である。
【０２０２】
　〈染料〉
　本発明で用いられるセルロースエステルフィルムには、色味調整のため染料を添加する
ことも出来る。例えば、フィルムの黄色味を抑えるために青色染料を添加してもよい。好
ましい染料としてはアンスラキノン系染料が挙げられる。
【０２０３】
　アンスラキノン系染料は、アンスラキノンの１位から８位迄の任意の位置に任意の置換
基を有することが出来る。好ましい置換基としてはアニリノ基、ヒドロキシル基、アミノ
基、ニトロ基、または水素原子が挙げられる。特に特開２００１－１５４０１７号公報の
段落番号［００３４］～［００３７］記載の青色染料、特にアントラキノン系染料を含有
することが好ましい。
【０２０４】
　各種添加剤は製膜前のセルロースエステル含有溶液であるドープにバッチ添加してもよ
いし、添加剤溶解液を別途用意してインライン添加してもよい。特に微粒子は濾過材への
負荷を減らすために、一部または全量をインライン添加することが好ましい。
【０２０５】
　添加剤溶解液をインライン添加する場合は、ドープとの混合性をよくするため、少量の
セルロースエステルを溶解するのが好ましい。好ましいセルロースエステルの量は、溶剤
１００質量部に対して１～１０質量部で、より好ましくは、３～５質量部である。
【０２０６】
　本発明においてインライン添加、混合を行うためには、例えば、スタチックミキサー（
東レエンジニアリング製）、ＳＷＪ（東レ静止型管内混合器　Ｈｉ－Ｍｉｘｅｒ）等のイ
ンラインミキサー等が好ましく用いられる。
【０２０７】
　〈位相差フィルムの製造方法〉
　次に、本発明に係るセルロースエステル系位相差フィルムの製造方法について説明する
。
【０２０８】
　本発明に係る位相差フィルムの製造は、セルロースエステル及び添加剤を溶剤に溶解さ
せてドープを調製する工程、ドープをベルト状若しくはドラム状の金属支持体上に流延す
る工程、流延したドープをウェブとして乾燥する工程、金属支持体から剥離する工程、延
伸する工程、更に乾燥する工程、得られたフィルムを更に熱処理する工程、冷却後巻き取
る工程により行われる。本発明に係る位相差フィルムは固形分中に好ましくはセルロース
エステルを７０～９５質量％含有するものである。
【０２０９】
　ドープを調製する工程について述べる。ドープ中のセルロースエステルの濃度は、濃度
が高い方が金属支持体に流延した後の乾燥負荷が低減出来て好ましいが、セルロースエス
テルの濃度が高過ぎると濾過時の負荷が増えて、濾過精度が悪くなる。これらを両立する
濃度としては、１０～３５質量％が好ましく、更に好ましくは、１５～２５質量％である
。
【０２１０】
　ドープで用いられる溶剤は、単独で用いても２種以上を併用してもよいが、セルロース
エステルの良溶剤と貧溶剤を混合して使用することが生産効率の点で好ましく、良溶剤が
多い方がセルロースエステルの溶解性の点で好ましい。良溶剤と貧溶剤の混合比率の好ま
しい範囲は、良溶剤が７０～９８質量％であり、貧溶剤が２～３０質量％である。良溶剤
、貧溶剤とは、使用するセルロースエステルを単独で溶解するものを良溶剤、単独で膨潤
するかまたは溶解しないものを貧溶剤と定義している。そのため、セルロースエステルの
アシル基置換度によっては、良溶剤、貧溶剤が変わり、例えばアセトンを溶剤として用い
る時には、セルロースエステルの酢酸エステル（アセチル基置換度２．４）、セルロース
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アセテートプロピオネートでは良溶剤になり、セルロースの酢酸エステル（アセチル基置
換度２．８）では貧溶剤となる。
【０２１１】
　本発明に用いられる良溶剤は特に限定されないが、メチレンクロライド等の有機ハロゲ
ン化合物やジオキソラン類、アセトン、酢酸メチル、アセト酢酸メチル等が挙げられる。
特に好ましくはメチレンクロライドまたは酢酸メチルが挙げられる。
【０２１２】
　また、本発明に用いられる貧溶剤は特に限定されないが、例えば、メタノール、エタノ
ール、ｎ－ブタノール、シクロヘキサン、シクロヘキサノン等が好ましく用いられる。ま
た、ドープ中には水が０．０１～２質量％含有していることが好ましい。
【０２１３】
　上記記載のドープを調製する時の、セルロースエステルの溶解方法としては、一般的な
方法を用いることが出来る。加熱と加圧を組み合わせると常圧における沸点以上に加熱出
来る。溶剤の常圧での沸点以上でかつ加圧下で溶剤が沸騰しない範囲の温度で加熱しなが
ら攪拌溶解すると、ゲルやママコと呼ばれる塊状未溶解物の発生を防止するため好ましい
。また、セルロースエステルを貧溶剤と混合して湿潤或いは膨潤させた後、更に良溶剤を
添加して溶解する方法も好ましく用いられる。
【０２１４】
　加圧は窒素ガス等の不活性気体を圧入する方法や、加熱によって溶剤の蒸気圧を上昇さ
せる方法によって行ってもよい。加熱は外部から行うことが好ましく、例えばジャケット
タイプのものは温度コントロールが容易で好ましい。
【０２１５】
　溶剤を添加しての加熱温度は、高い方がセルロースエステルの溶解性の観点から好まし
いが、加熱温度が高すぎると必要とされる圧力が大きくなり生産性が悪くなる。好ましい
加熱温度は４５～１２０℃であり、６０～１１０℃がより好ましく、７０℃～１０５℃が
更に好ましい。また、圧力は設定温度で溶剤が沸騰しないように調整される。
【０２１６】
　若しくは冷却溶解法も好ましく用いられ、これによって酢酸メチルなどの溶媒にセルロ
ースエステルを溶解させることが出来る。
【０２１７】
　次に、このセルロースエステル溶液を濾紙等の適当な濾過材を用いて濾過する。濾過材
としては、不溶物等を除去するために絶対濾過精度が小さい方が好ましいが、絶対濾過精
度が小さすぎると濾過材の目詰まりが発生しやすいという問題がある。このため絶対濾過
精度０．００８ｍｍ以下の濾材が好ましく、０．００１～０．００８ｍｍの濾材がより好
ましく、０．００３～０．００６ｍｍの濾材が更に好ましい。
【０２１８】
　濾材の材質は特に制限はなく、通常の濾材を使用することが出来るが、ポリプロピレン
、テフロン（登録商標）等のプラスチック製の濾材や、ステンレススティール等の金属製
の濾材が繊維の脱落等がなく好ましい。濾過により、原料のセルロースエステルに含まれ
ていた不純物、特に輝点異物を除去、低減することが好ましい。
【０２１９】
　輝点異物とは、２枚の偏光板をクロスニコル状態にして配置し、その間にセルロースエ
ステルフィルムを置き、一方の偏光板の側から光を当てて、他方の偏光板の側から観察し
た時に反対側からの光が漏れて見える点（異物）のことであり、径が０．０１ｍｍ以上で
ある輝点数が２００個／ｃｍ２以下であることが好ましい。より好ましくは１００個／ｃ
ｍ２以下であり、更に好ましくは５０個／ｍ２以下であり、更に好ましくは０～１０個／
ｃｍ２以下である。また、０．０１ｍｍ以下の輝点も少ない方が好ましい。
【０２２０】
　ドープの濾過は通常の方法で行うことが出来るが、溶剤の常圧での沸点以上で、かつ加
圧下で溶剤が沸騰しない範囲の温度で加熱しながら濾過する方法が、濾過前後の濾圧の差
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（差圧という）の上昇が小さく、好ましい。好ましい温度は４５～１２０℃であり、４５
～７０℃がより好ましく、４５～５５℃であることが更に好ましい。
【０２２１】
　濾圧は小さい方が好ましい。濾圧は１．６ＭＰａ以下であることが好ましく、１．２Ｍ
Ｐａ以下であることがより好ましく、１．０ＭＰａ以下であることが更に好ましい。
【０２２２】
　ここで、ドープの流延について説明する。
【０２２３】
　流延（キャスト）工程における金属支持体は、表面を鏡面仕上げしたものが好ましく、
金属支持体としては、ステンレススティールベルト若しくは鋳物で表面をメッキ仕上げし
たドラムが好ましく用いられる。キャストの幅は１～４ｍとすることが出来る。流延工程
の金属支持体の表面温度は－５０℃～溶剤が沸騰して発泡しない温度以下に設定される。
温度が高い方がウェブの乾燥速度が速く出来るので好ましいが、余り高すぎるとウェブが
発泡したり、平面性が劣化する場合がある。好ましい支持体温度としては０～１００℃で
適宜決定され、５～３０℃が更に好ましい。或いは、冷却することによってウェブをゲル
化させて残留溶媒を多く含んだ状態でドラムから剥離することも好ましい方法である。金
属支持体の温度を制御する方法は特に制限されないが、温風または冷風を吹きかける方法
や、温水を金属支持体の裏側に接触させる方法がある。温水を用いる方が熱の伝達が効率
的に行われるため、金属支持体の温度が一定になるまでの時間が短く好ましい。温風を用
いる場合は溶媒の蒸発潜熱によるウェブの温度低下を考慮して、溶媒の沸点以上の温風を
使用しつつ、発泡も防ぎながら目的の温度よりも高い温度の風を使う場合がある。特に、
流延から剥離するまでの間で支持体の温度及び乾燥風の温度を変更し、効率的に乾燥を行
うことが好ましい。
【０２２４】
　セルロースエステルフィルムが良好な平面性を示すためには、金属支持体からウェブを
剥離する際の残留溶媒量は１０～１５０質量％が好ましく、更に好ましくは２０～４０質
量％または６０～１３０質量％であり、特に好ましくは、２０～３０質量％または７０～
１２０質量％である。
【０２２５】
　本発明においては、残留溶媒量は下記式で定義される。
【０２２６】
　残留溶媒量（質量％）＝｛（Ｍ－Ｎ）／Ｎ｝×１００
　尚、Ｍはウェブまたはフィルムを製造中または製造後の任意の時点で採取した試料の質
量で、ＮはＭを１１５℃で１時間の加熱後の質量である。
【０２２７】
　また、セルロースエステルフィルムの乾燥工程においては、ウェブを金属支持体より剥
離し、更に乾燥し、残留溶媒量を０．５質量％以下まで乾燥される。
【０２２８】
　フィルム乾燥工程では一般にロール乾燥方式（上下に配置した多数のロールをウェブを
交互に通し乾燥させる方式）やテンター方式でウェブを搬送させながら乾燥する方式が採
られる。
【０２２９】
　流延支持体が剥離の際に、剥離張力及びその後の搬送張力によって縦方向に延伸するこ
とも出来る。例えば剥離張力を２１０Ｎ／ｍ以上で剥離することが好ましく、特に好まし
くは２２０～３００Ｎ／ｍである。
【０２３０】
　本発明に係る位相差フィルムを作製する為の延伸工程（テンター工程ともいう）の一例
を、図２を用いて説明する。
【０２３１】
　図２において、工程Ａでは、図示されていないウェブ搬送工程Ｄ０から搬送されてきた
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ウェブを把持する工程であり、次の工程Ｂにおいて、図１に示すような延伸角度でウェブ
が幅手方向（ウェブの進行方向と直交する方向）に延伸され、工程Ｃにおいては、延伸が
終了し、ウェブが把持したまま搬送される工程である。
【０２３２】
　流延支持体からウェブを剥離した後から工程Ｂ開始前及び／または工程Ｃの直後に、ウ
ェブ幅方向の端部を切り落とすスリッターを設けることが好ましい。特に、Ａ工程開始直
前にウェブ端部を切り落とすスリッターを設けることが好ましい。幅手方向に同一の延伸
を行った際、特に工程Ｂ開始前にウェブ端部を切除した場合とウェブ端部を切除しない条
件とを比較すると、前者がより配向角の分布を改良する効果が得られる。
【０２３３】
　これは、残留溶媒量の比較的多い剥離から幅手延伸工程Ｂまでの間での長手方向の意図
しない延伸を抑制した効果であると考えられる。
【０２３４】
　テンター工程において、配向角分布を改善するため意図的に異なる温度を持つ区画を作
ることも好ましい。また、異なる温度区画の間にそれぞれの区画が干渉を起こさないよう
に、ニュートラルゾーンを設けることも好ましい。
【０２３５】
　尚、延伸操作は多段階に分割して実施してもよく、流延方向、幅手方向に二軸延伸を実
施することが好ましい。また、二軸延伸を行う場合にも同時二軸延伸を行ってもよいし、
段階的に実施してもよい。この場合、段階的とは、例えば、延伸方向の異なる延伸を順次
行うことも可能であるし、同一方向の延伸を多段階に分割し、かつ異なる方向の延伸をそ
のいずれかの段階に加えることも可能である。即ち、例えば、次のような延伸ステップも
可能である。
【０２３６】
　・流延方向に延伸－幅手方向に延伸すると同時に流延方向に延伸
　・流延方向に延伸－幅手方向に延伸すると同時に流延方向に収縮
　金属支持体より剥離した直後のウェブの残留溶剤量の多いところで搬送方向に延伸し、
更にウェブの両端をクリップ等で把持するテンター方式で幅方向に延伸を行うことが本発
明の効果を得るために特に好ましく、これによって所定の位相差を付与することが出来る
。又、自由体積の制御にも寄与するものと推測される。この時幅方向のみに延伸してもよ
いし、同時２軸延伸することも好ましい。縦方向、横方向ともに好ましい延伸倍率は１．
０５～２倍が好ましく、好ましくは１．１５～１．５倍である。同時２軸延伸の際に縦方
向に収縮させてもよく、０．８～０．９９、好ましくは０．９～０．９９となるように収
縮させてもよい。好ましくは、横方向延伸及び縦方向の延伸若しくは収縮により面積が１
．１２倍～１．４４倍となっていることが好ましく、１．１５倍～１．３２倍となってい
ることが好ましい。これは縦方向の延伸倍率×横方向の延伸倍率で求めることが出来る。
【０２３７】
　また、本発明における「延伸方向」とは、延伸操作を行う場合の直接的に延伸応力を加
える方向という意味で使用する場合が通常であるが、多段階に二軸延伸される場合に、最
終的に延伸倍率の大きくなった方（即ち、通常遅相軸となる方向）の意味で使用されるこ
ともある。
【０２３８】
　ウェブを幅手方向に延伸する場合には、ウェブの幅手方向で光学遅相軸の分布（以下、
配向角分布）が悪くなることはよく知られている。ＲｔとＲｏの値を一定比率とし、かつ
、配向角分布を良好な状態で幅手延伸を行うため、工程Ａ、Ｂ、Ｃで好ましいウェブ温度
の相対関係が存在する。工程Ａ、Ｂ、Ｃ終点でのウェブ温度をそれぞれＴａ℃、Ｔｂ℃、
Ｔｃ℃とすると、Ｔａ≦Ｔｂ－１０であることが好ましい。また、Ｔｃ≦Ｔｂであること
が好ましい。Ｔａ≦Ｔｂ－１０かつ、Ｔｃ≦Ｔｂであることが更に好ましい。
【０２３９】
　工程Ｂでのウェブ昇温速度は、配向角分布を良好にするために、０．５～１０℃／秒の
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範囲が好ましい。
【０２４０】
　工程Ｂでの延伸時間は、短時間である方が好ましい。但し、ウェブの均一性の観点から
、最低限必要な延伸時間の範囲が規定される。具体的には１～１０秒の範囲であることが
好ましく、４～１０秒がより好ましい。また、工程Ｂの温度は４０～１８０℃、好ましく
は１００～１６０℃である。
【０２４１】
　上記テンター工程において、熱伝達係数は一定でもよいし、変化させてもよい。熱伝達
係数としては、４１．９～４１９×１０３Ｊ／ｍ２ｈｒの範囲の熱伝達係数を持つことが
好ましい。更に好ましくは、４１．９～２０９．５×１０３Ｊ／ｍ２ｈｒの範囲であり、
４１．９～１２６×１０３Ｊ／ｍ２ｈｒの範囲が最も好ましい。
【０２４２】
　上記工程Ｂでの幅手方向への延伸速度は、一定で行ってもよいし、変化させてもよい。
延伸速度としては、５０～５００％／ｍｉｎが好ましく、更に好ましくは１００～４００
％／ｍｉｎ、２００～３００％／ｍｉｎが最も好ましい。
【０２４３】
　テンター工程において、雰囲気の幅手方向の温度分布が少ないことが、ウェブの均一性
を高める観点から好ましく、テンター工程での幅手方向の温度分布は、±５℃以内が好ま
しく、±２℃以内がより好ましく、±１℃以内が最も好ましい。上記温度分布を少なくす
ることにより、ウェブの幅手での温度分布も小さくなることが期待出来る。
【０２４４】
　工程Ｃに於いて、幅方向に緩和することが好ましい。具体的には、前工程の延伸後の最
終的なウェブ幅に対して９５～９９．５％の範囲になるようにウェブ幅を調整することが
好ましい。
【０２４５】
　テンター工程で処理した後、更に後乾燥工程（以下、工程Ｄ１）を設けるのが好ましい
。５０～１６０℃で行うのが好ましい。更に好ましくは、８０～１４０℃の範囲であり、
最も好ましくは１１０～１３０℃の範囲である。
【０２４６】
　工程Ｄ１で、ウェブの幅方向の雰囲気温度分布が少ないことは、ウェブの均一性を高め
る観点から好ましい。±５℃以内が好ましく、±２℃以内がより好ましく、±１℃以内が
最も好ましい。
【０２４７】
　工程Ｄ１でのウェブ搬送張力は、ドープの物性、剥離時及び工程Ｄ０での残留溶媒量、
工程Ｄ１での温度などに影響を受けるが、１２０～２００Ｎ／ｍが好ましく、１４０～２
００Ｎ／ｍが更に好ましい。１４０～１６０Ｎ／ｍが最も好ましい。
【０２４８】
　工程Ｄ１での搬送方向へウェブの伸びを防止する目的で、テンションカットロールを設
けることが好ましい。
【０２４９】
　ウェブを乾燥させる手段は特に制限なく、一般的に熱風、赤外線、加熱ロール、マイク
ロ波等で行うことが出来るが、簡便さの点で熱風で行うことが好ましい。
【０２５０】
　ウェブの乾燥工程における乾燥温度は３０～１６０℃で段階的に高くしていくことが好
ましい。
【０２５１】
　本発明では、乾燥終了後、前述の所定の熱処理を行うことによって自由体積或いは全自
由体積パラメータが所定の範囲となるように制御することが出来る。
【０２５２】
　本発明に係る位相差フィルムを作製するためには、乾燥後の熱処理工程にてフィルムに
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０．５ｋＰａ以上１０ｋＰａ以下の圧力を厚さ方向に付与することが好ましく、ニップロ
ールにより圧力を均一に加えることが好ましい。厚さ方向に圧力を付与する際は充分に乾
燥が終了していることが好ましく、その際に０．５ｋＰａ以上１０ｋＰａ以下の圧力をフ
ィルム両面から加えることにより、位相差フィルムの自由体積や全自由体積パラメータを
制御することが出来る。具体的には平行な二本のニップロールでフィルムに圧力をかける
方法である。またカレンダーロールのような方法によってもよい。加圧する際の温度は１
０５～１５５℃であること好ましい。
【０２５３】
　所定の熱処理の後、巻き取り前にスリッターを設けて端部を切り落とすことが良好な巻
姿を得るため好ましい。更に、幅手両端部にはナーリング加工をすることが好ましい。
【０２５４】
　ナーリング加工は、加熱されたエンボスロールを押し当てることにより形成することが
出来る。エンボスロールには細かな凹凸が形成されており、これを押し当てることでフィ
ルムに凹凸を形成し、端部を嵩高くすることが出来る。
【０２５５】
　本発明に係る位相差フィルムの幅手両端部のナーリングの高さは４～２０μｍ、幅５～
２０ｍｍが好ましい。
【０２５６】
　また、本発明においては、上記のナーリング加工は、フィルムの製膜工程において乾燥
終了後、巻き取りの前に設けることが好ましい。
【０２５７】
　また、共流延法によって多層構成とした位相差フィルムも好ましく用いることが出来る
。位相差フィルムが多層構成の場合でも可塑剤を含有する層を有しており、それがコア層
、スキン層、若しくはその両方であってもよい。
【０２５８】
　位相差フィルム表面の中心線平均粗さ（Ｒａ）は０．００１～１μｍであることが好ま
しい。
【０２５９】
　本発明では、下記式で定義されるＲｏが２３℃、５５％ＲＨの条件下で３０～３００ｎ
ｍ、Ｒｔが２３℃、５５％ＲＨの条件下で７０～４００ｎｍであることを特徴とする位相
差フィルムであることが好ましい。
【０２６０】
　　Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　　Ｒｔ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
（式中、Ｒｏはフィルム面内リターデーション値、Ｒｔはフィルム厚み方向リターデーシ
ョン値、ｎｘはフィルム面内の遅相軸方向の屈折率、ｎｙはフィルム面内の進相軸方向の
屈折率、ｎｚはフィルムの厚み方向の屈折率（屈折率は波長５９０ｎｍで測定）、ｄはフ
ィルムの厚さ（ｎｍ）を表す。）
　尚、レターデーション値Ｒｏ、Ｒｔ或いは長尺フィルムの幅手方向と遅相軸とのなす角
θ０（°）は自動複屈折率計を用いて測定することが出来る。例えば、ＫＯＢＲＡ－２１
ＡＤＨ（王子計測機器（株））を用いて、２３℃、５５％ＲＨの環境下で、波長が５９０
ｎｍで求めることが出来る。
【０２６１】
　更に、本発明に係る位相差フィルムは、下記式に従って求められる偏光度ｐは、０．９
９９０以上であることが好ましく、０．９９９９以上であることがより好ましく、０．９
９９９５以上であることが更に好ましく、０．９９９９９以上が特に好ましい。
【０２６２】
　ｐ＝１－ｓｉｎ２（２θ１）・ｓｉｎ２（πＲ０／λ）
（式中、λは測定波長（ｎｍ）を表し、５９０である。θ０（°）よりθ１（ラジアン）
を求めた。）
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　本発明の目的を達成するために、具体的には本発明に係る偏光板に用いる位相差フィル
ムは、流延製膜法により作製した３０μｍ～１５０μｍ以下の膜厚であることが好ましく
、これは本発明の効果に加えてフィルムの物理的な強度と製造面の両立の観点に由来する
。該フィルムの膜厚において、より好ましくは４０μｍ～１２０μｍ以下の範囲である。
【０２６３】
　（透過率の測定）
　透過率Ｔは、分光高度計Ｕ－３４００（日立製作所（株））を用い、各試料を３５０～
７００ｎｍの波長領域で１０ｎｍおきに求めた分光透過率τ（λ）から、３８０、４００
、５００ｎｍの透過率を算出することが出来る。
【０２６４】
　本発明に用いられる位相差フィルムの下記測定によるヘイズは１％未満であることが好
ましく０～０．１％であることが特に好ましい。
【０２６５】
　（ヘイズ値）
　ヘイズメーター（１００１ＤＰ型、日本電色工業（株）製）を用いて測定し、透明性の
指標とすることが出来る。
【０２６６】
　〈ブロッキング防止層〉
　本発明に係る位相差フィルムにはブロッキング防止層を設けることが好ましい。ブロッ
キング防止層は、微粒子を含有する塗布層を設けることで、フィルム表面に微細な凸部を
形成させてすべり性を付与する層である。添加する微粒子の形状も特に制限はなく、球状
、棒状、平板状、針状、不定形状などの粒子が用いられる。
【０２６７】
　ブロッキング防止層に添加される微粒子としては無機化合物の例として、金属の酸化物
、水酸化物、ケイ酸塩、炭酸塩、リン酸塩などが上げられる。具体的には、二酸化珪素、
二酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、炭酸カルシウム、炭酸カルシウム
、タルク、クレイ、焼成カオリン、焼成ケイ酸カルシウム、酸化錫、酸化インジウム、酸
化亜鉛、ＩＴＯ、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグネシウム及び
リン酸カルシウムを挙げることが出来る。微粒子は珪素を含むものがヘイズが低くなる点
で好ましく、特に二酸化珪素が好ましい。
【０２６８】
　これらの微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ８１２、
２００、２００Ｖ、３００、Ｒ２０２、ＯＸ５０、ＴＴ６００（以上日本アエロジル（株
）製）の商品名で市販されており、使用することが出来る。酸化ジルコニウムの微粒子は
、例えば、アエロジルＲ９７６及びＲ８１１（以上日本アエロジル（株）製）の商品名で
市販されており、使用することが出来る。ポリマーの例として、シリコーン樹脂、フッ素
樹脂及びアクリル樹脂を挙げることが出来る。シリコーン樹脂が好ましく、特に三次元の
網状構造を有するものが好ましく、例えば、トスパール１０３、同１０５、同１０８、同
１２０、同１４５、同３１２０及び同２４０（以上東芝シリコーン（株）製）の商品名で
市販されており、使用することが出来る。
【０２６９】
　これらの中でもでアエロジル２００Ｖ、アエロジルＲ９７２Ｖがヘイズを低く保ちなが
ら、ブロッキング防止効果が大きいため特に好ましく用いられる。これによって、動摩擦
係数が０．９以下、特に０．１～０．９とすることが好ましい。
【０２７０】
　ブロッキング防止層に含まれる微粒子は、バインダーに対して０．１～５０質量％好ま
しくは０．１～１０質量％であることが好ましい。ブロッキング防止層を設けた場合のヘ
イズの増加は１％以下であることが好ましく０．５％以下であることが好ましく、特に０
．０～０．１％であることが好ましい。
【０２７１】
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　ブロッキング防止層は、具体的にはセルロースエステルフィルムを溶解させる溶媒また
は膨潤させる溶媒を含む組成物を塗布することによって行われる。用いる溶媒としては、
溶解させる溶媒及び／または膨潤させる溶媒の混合物の他更に溶解させない溶媒を含む場
合もあり、これらを透明樹脂フィルムのカール度合いや樹脂の種類によって適宜の割合で
混合した組成物及び塗布量を用いて行う。本発明で用いられる位相差フィルムは、これら
の塗布によって位相差値が変動しにくいため好ましい。
【０２７２】
　ブロッキング防止層の塗布によってカールの調整を行う場合、例えばブロッキング防止
層を設ける面側にカールさせるためには、用いる溶媒組成を溶解させる溶媒及び／または
膨潤させる溶媒の混合比率を大きくし、溶解させない溶媒の比率を小さくするのが効果的
である。この混合比率は好ましくは（溶解させる溶媒及び／または膨潤させる溶媒）：（
溶解させない溶媒）＝１０：０～１：９で用いられる。この様な混合組成物に含まれる、
透明樹脂フィルムを溶解または膨潤させる溶媒としては、例えば、ジオキサン、アセトン
、メチルエチルケトン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、酢酸メチル、酢酸エチル、トリ
クロロエチレン、メチレンクロライド、エチレンクロライド、テトラクロロエタン、トリ
クロロエタン、クロロホルムなどがある。溶解させない溶媒としては、例えば、メタノー
ル、エタノール、ｎ－プロピルアルコール、ｉ－プロピルアルコール、ｎ－ブタノール、
シクロヘキサノール或いは炭化水素類（トルエン、キシレン）などがある。
【０２７３】
　これらの塗布組成物をグラビアコーター、ディップコーター、リバースコーター、ワイ
ヤーバーコーター、ダイコーター、或いはスプレー塗布、インクジェット塗布等を用いて
透明樹脂フィルムの表面にウェット膜厚１～１００μｍで塗布するのが好ましいが、特に
５～３０μｍであることが好ましい。ブロッキング防止層のバインダーとして用いられる
樹脂としては、例えば塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル樹脂、酢酸ビニル樹
脂、酢酸ビニルとビニルアルコールの共重合体、部分加水分解した塩化ビニル－酢酸ビニ
ル共重合体、塩化ビニル－塩化ビニリデン共重合体、塩化ビニル－アクリロニトリル共重
合体、エチレン－ビニルアルコール共重合体、塩素化ポリ塩化ビニル、エチレン－塩化ビ
ニル共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体等のビニル系重合体或いは共重合体、ニト
ロセルロース、セルロースアセテートプロピオネート（好ましくはアセチル基置換度１．
８～２．３、プロピオニル基置換度０．１～１．０）、ジアセチルセルロース、セルロー
スアセテートブチレート樹脂等のセルロース誘導体、マレイン酸及び／またはアクリル酸
の共重合体、アクリル酸エステル共重合体、アクリロニトリル－スチレン共重合体、塩素
化ポリエチレン、アクリロニトリル－塩素化ポリエチレン－スチレン共重合体、メチルメ
タクリレート－ブタジエン－スチレン共重合体、アクリル樹脂、ポリビニルアセタール樹
脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリエステルポリウレタン樹脂、ポリエーテルポリウレ
タン樹脂、ポリカーボネートポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエーテル樹脂、
ポリアミド樹脂、アミノ樹脂、スチレン－ブタジエン樹脂、ブタジエン－アクリロニトリ
ル樹脂等のゴム系樹脂、シリコーン系樹脂、フッ素系樹脂等を挙げることが出来るが、こ
れらに限定されるものではない。例えば、アクリル樹脂としては、アクリペットＭＤ、Ｖ
Ｈ、ＭＦ、Ｖ（三菱レーヨン（株）製）、ハイパールＭ－４００３、Ｍ－４００５、Ｍ－
４００６、Ｍ－４２０２、Ｍ－５０００、Ｍ－５００１、Ｍ－４５０１（根上工業株式会
社製）、ダイヤナールＢＲ－５０、ＢＲ－５２、ＢＲ－５３、ＢＲ－６０、ＢＲ－６４、
ＢＲ－７３、ＢＲ－７５、ＢＲ－７７、ＢＲ－７９、ＢＲ－８０、ＢＲ－８２、ＢＲ－８
３、ＢＲ－８５、ＢＲ－８７、ＢＲ－８８、ＢＲ－９０、ＢＲ－９３、ＢＲ－９５、ＢＲ
－１００、ＢＲ－１０１、ＢＲ－１０２、ＢＲ－１０５、ＢＲ－１０６、ＢＲ－１０７、
ＢＲ－１０８、ＢＲ－１１２、ＢＲ－１１３、ＢＲ－１１５、ＢＲ－１１６、ＢＲ－１１
７、ＢＲ－１１８等（三菱レーヨン（株）製）のアクリル及びメタクリル系モノマーを原
料として製造した各種ホモポリマー並びにコポリマーなどが市販されており、この中から
好ましいモノを適宜選択することも出来る。
【０２７４】
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　特に好ましくはジアセチルセルロース、セルロースアセテートプロピオネートのような
セルロース系樹脂層である。
【０２７５】
　ブロッキング防止層は位相差フィルムの平面性を維持し、リターデーション変動を少な
くすることが出来る。
【０２７６】
　〈偏光板〉
　本発明に係る偏光板について述べる。
【０２７７】
　偏光板は一般的な方法で作製することが出来る。本発明に係る位相差フィルムの少なく
とも一方の面側をアルカリ鹸化処理し、処理したセルロースエステルフィルムを、ヨウ素
溶液中に浸漬延伸して作製した偏光膜の少なくとも一方の面に、完全鹸化型ポリビニルア
ルコール水溶液を用いて貼り合わせることが好ましい。もう一方の面にも本発明に係る位
相差フィルムを用いても、別の偏光板保護フィルムを用いてもよい。本発明に係る位相差
フィルムに対して、もう一方の面に用いられる偏光板保護フィルムは市販のセルロースエ
ステルフィルムを用いることが出来る。例えば、市販のセルロースエステルフィルムとし
て、ＫＣ８ＵＸ２Ｍ、ＫＣ４ＵＸ、ＫＣ５ＵＸ、ＫＣ４ＵＹ、ＫＣ８ＵＹ、ＫＣ１２ＵＲ
、ＫＣ８ＵＣＲ－３、ＫＣ８ＵＣＲ－４（以上、コニカミノルタオプト（株）製）等が好
ましく用いられる。或いは更にディスコチック液晶、棒状液晶、コレステリック液晶など
の液晶化合物を配向させて形成した光学異方層を有している光学補償フィルムを兼ねる偏
光板保護フィルムを用いることも好ましい。例えば、特開２００３－９８３４８記載の方
法で光学異方性層を形成することが出来る。また、反射防止フィルムと組み合わせて使用
することによって、平面性に優れ、安定した視野角拡大効果を有する偏光板を得ることが
出来る。
【０２７８】
　偏光板の主たる構成要素である偏光膜とは、一定方向の偏波面の光だけを通す素子であ
り、現在知られている代表的な偏光膜は、ポリビニルアルコール系偏光フィルムで、これ
はポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を染色させたものと二色性染料を染色させた
ものがある。偏光膜は、ポリビニルアルコール水溶液を製膜し、これを一軸延伸させて染
色するか、染色した後一軸延伸してから、好ましくはホウ素化合物で耐久性処理を行った
ものが用いられている。該偏光膜の面上に、本発明に係る位相差フィルムの片面を貼り合
わせて偏光板を形成する。好ましくは完全鹸化ポリビニルアルコール等を主成分とする水
系の接着剤によって貼り合わせる。
【０２７９】
　偏光膜は一軸方向（通常は長手方向）に延伸されているため、偏光板を高温高湿の環境
下に置くと延伸方向（通常は長手方向）は縮み、延伸と垂直方向（通常は幅方向）には伸
びる。偏光板保護用フィルムの膜厚が薄くなるほど偏光板の伸縮率は大きくなり、特に偏
光膜の延伸方向の収縮量が大きい。通常、偏光膜の延伸方向は偏光板保護用フィルムの流
延方向（ＭＤ方向）と貼り合わせるため、偏光板保護用フィルムを薄膜化する場合は、特
に流延方向の伸縮率を抑えることが重要である。本発明に係る位相差フィルムは寸法安定
に優れる為、このような偏光板保護フィルムとして好適に使用される。
【０２８０】
　即ち６０℃、９０％ＲＨの条件での耐久性試験によっても波打ち状のむらが増加するこ
とはなく、裏面側に光学補償フィルムを有する偏光板であっても、耐久性試験後に視野角
特性が変動することなく良好な視認性を提供することが出来る。
【０２８１】
　偏光板は、更に該偏光板の一方の面にプロテクトフィルムを、反対面にセパレートフィ
ルムを貼合して構成することが出来る。プロテクトフィルム及びセパレートフィルムは偏
光板出荷時、製品検査時等において偏光板を保護する目的で用いられる。この場合、プロ
テクトフィルムは、偏光板の表面を保護する目的で貼合され、偏光板を液晶板へ貼合する
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面の反対面側に用いられる。また、セパレートフィルムは液晶板へ貼合する接着層をカバ
ーする目的で用いられ、偏光板を液晶セルへ貼合する面側に用いられる。
【０２８２】
　従来の偏光板製造工程では、製造ラインごとに位相差値が変動することがあった。その
原因は特定されていないが、例えば、搬送系のロールの配置或いは搬送条件などが関係し
ているものと思われる。又、同じラインであっても、鹸化処理の温度、時間、アルカリ濃
度、ｐＨ、乾燥温度、貼合速度、搬送張力、貼合圧力などの設定変更若しくは経時変動に
よって変動するものと考えられる。これらの条件は基本的には変更しないようにすべきも
のであるが、泡の巻き込み、故障発生、皺の発生などがあるとライン速度を変更したり、
それに合わせて各条件を微調整することがある。或いは反対側に使用する偏光板保護フィ
ルムの種類を変更する場合はそれに合わせて上記製造条件を変更することがある。或いは
トラブルでラインを停止してから再度動かし始めると安定化するまでにかなりの時間を要
していた。このようにラインごとの差や製造条件の微調整、トラブル対応、ラインの経時
変動等に起因して位相差値が変動することがあったが、本発明に係る位相差フィルムを用
いることによって、位相差値のばらつきが少ない偏光板を得ることが出来たのである。こ
の偏光板を用いることによって、高い表示性能の液晶表示装置を提供することが出来たの
である。特に、ＬＥＤバックライトを使用した液晶表示装置において、正面コントラスト
が高く、かつ表示装置ごとのコントラスト値のばらつきが少ない、性能がそろった液晶表
示装置を得ることが出来たのである。
【０２８３】
　〈表示装置〉
　本発明に係る偏光板を表示装置に組み込むことによって、種々の視認性に優れた本発明
の表示装置を作製することが出来る。本発明に係るセルロースエステルフィルムはＳＴＮ
、ＴＮ、ＯＣＢ、ＨＡＮ、ＶＡ（ＭＶＡ、ＰＶＡ）、ＩＰＳなどの各種駆動方式の液晶表
示装置に用いることが出来る。特に好ましくはＶＡ（ＭＶＡ，ＰＶＡ）型液晶表示装置で
ある。特に画面が３０型以上の大画面の液晶表示装置であっても、表示装置ごとのコント
ラスト値のばらつきが少ない、性能が揃った液晶表示装置を得ることが出来たのである。
【０２８４】
　本発明の表示装置は、色むらや波打ちむらが少なく、長時間の鑑賞でも目が疲れないと
いう効果があった。
【０２８５】
　また、本発明の液晶表示装置に用いられるバックライトはサイドライト型であっても直
下型であっても、これらを組み合わせたものであってもよいが、直下型バックライトであ
ることが好ましい。特に好ましい直下型バックライトは、赤色（Ｒ）ＬＥＤ、緑色（Ｇ）
ＬＥＤ、および青色（Ｂ）ＬＥＤを有するカラー液晶表示装置用ＬＥＤバックライトであ
って、例えば、上記赤色（Ｒ）ＬＥＤのピーク波長が６１０ｎｍ以上であり、上記緑色（
Ｇ）ＬＥＤのピーク波長が５３０±１０ｎｍの範囲内であり、上記青色（Ｂ）ＬＥＤのピ
ーク波長が４８０ｎｍ以下であるものが好ましく用いられる。ピーク波長が上記範囲内の
緑色（Ｇ）ＬＥＤの種類としては、例えば、ＤＧ１１１２Ｈ（スタンレー電気（株）製）
、ＵＧ１１１２Ｈ（スタンレー電気（株）製）、Ｅ１Ｌ５１－３Ｇ（豊田合成（株）製）
、Ｅ１Ｌ４９－３Ｇ（豊田合成（株）製）、ＮＳＰＧ５００Ｓ（日亜化学工業（株）製）
等が挙げられる。赤色（Ｒ）ＬＥＤとして用いられるＬＥＤの種類としては、例えばＦＲ
１１１２Ｈ（スタンレー電気（株）製）、ＦＲ５３６６Ｘ（スタンレー電気（株）製）、
ＮＳＴＭ５１５ＡＳ（日亜化学工業（株）製）、ＧＬ３ＺＲ２Ｄ１ＣＯＳ（シャープ（株
）製）、ＧＭ１ＪＪ３５２００ＡＥ（シャープ（株）製）等が挙げられる。青色（Ｂ）Ｌ
ＥＤとして用いられるＬＥＤの種類としては、ＤＢ１１１２Ｈ（スタンレー電気（株）製
）、ＤＢ５３０６Ｘ（スタンレー電気（株）製）、Ｅ１Ｌ５１－３Ｂ（豊田合成（株）製
）、Ｅ１Ｌ４Ｅ－ＳＢ１Ａ（豊田合成（株）製）、ＮＳＰＢ６３０Ｓ（日亜化学工業（株
）製）、ＮＳＰＢ３１０Ａ（日亜化学工業（株）製）等が挙げられる。
【０２８６】
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　上述した３色のＬＥＤを組み合わせてバックライトとすることが出来る。或いは白色Ｌ
ＥＤを用いることも出来る。
【０２８７】
　このほか、直下型バックライト（若しくは直下方式）としては、特開２００１－２８１
６５６に記載の直下型バックライトや、特開２００１－３０５５３５記載のＬＥＤ等の点
状光源を使用した直下型バックライト、特開２００２－３１１４１２記載の直下方式のバ
ックライトなどがあげられるが特にこれらのみに限定されるわけではない。
【実施例】
【０２８８】
　以下に実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
【０２８９】
　〈ドープ液の調製〉
　下記の材料を、順次密閉容器中に投入し、容器内温度を２０℃から８０℃まで昇温した
後、温度を８０℃に保ったままで３時間攪拌を行って、セルロースエステルを完全に溶解
した。その後、攪拌を停止し、液温を４３℃まで下げた。このドープを濾紙（安積濾紙株
式会社製、安積濾紙Ｎｏ．２４４）を使用して濾過し、ドープＡを得た。
【０２９０】
　（ドープ液Ａの調製）
　セルロースエステル（セルロースアセテートプロピオネート；アセチル基置換度１．９
、プロピオニル基置換度０．８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　トリメチロールプロパントリベンゾエート　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　エチルフタリルエチルグリコレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　酸化ケイ素微粒子（アエロジルＲ９７２Ｖ（日本アエロジル株式会社製））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１質量部
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３００質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
　（ドープ液Ｂの調製）
　使用する材料を下記の材料に変更した以外は同様にしてドープＢを得た。
【０２９１】
　セルロースエステル（アセチル基置換度２．７）　　　　　　　　　　１００質量部
　トリフェニルホスフェート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
　ビフェニルジフェニルホスフェート　　　　　　　　　　　　　　　　　　２質量部
　酸化ケイ素微粒子（アエロジルＲ９７２Ｖ（日本アエロジル株式会社製））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１質量部
　酢酸メチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６０質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
　上記のように調整したドープを、３０℃に保温した流延ダイを通して、ステンレス鋼製
エンドレスベルトよりなる３０℃の支持体上に流延してウェブを形成し、支持体上で乾燥
させ、ウェブの残留溶媒量が８０質量％になるまで支持体上で乾燥させた後、剥離ロール
によりウェブを支持体から剥離した。
【０２９２】
　ついで、ウェブを上下に複数配置したロールによる搬送乾燥工程で７０℃の乾燥風にて
乾燥させ、続いてテンターでウェブ両端部を把持した後、１２０℃で幅方向に延伸前の１
．３倍となるように延伸した。テンターでの延伸の後、ウェブを上下に複数配置したロー
ルによる搬送乾燥工程で１０５℃の乾燥風にて乾燥させ、残留溶媒量０．３質量％まで乾
燥させてフィルムを得た。更に得られたフィルムを所定の温度及び雰囲気置換率とした雰
囲気内で１５分間熱処理した後、室温まで冷却して巻き取り、膜厚８０μｍ、長さ１００
０ｍの長尺のセルロースエステルフィルム（位相差フィルム）１を２０本作製した。２３
℃、５５％ＲＨの条件下、５９０ｎｍで測定して、面内リターデーションＲｏ＝５０ｎｍ
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、厚み方向のリターデーションＲｔ＝１３０ｎｍであった。
【０２９３】
　乾燥後の処理温度、雰囲気置換率、ドープを表１に記載のとおりに変更した以外は同様
にしてフィルム２～２２を作製した。又、セルロースエステルフィルム４、５、７、８、
１０、１２、１９、２０については、上記熱処理する際に、ニップロールを多段に設け、
フィルムの厚み方向に所定の圧力がかかるようにした。
【０２９４】
　雰囲気置換率は、熱処理室に雰囲気容量をＶ（ｍ３）、Ｆｒｅｓｈ－ａｉｒ送風量をＦ
Ａ（ｍ３／ｈｒ）とした場合、下式によって求められる単位時間あたり雰囲気をＦｒｅｓ
ｈ－ａｉｒで置換される回数である。
【０２９５】
　雰囲気置換率＝ＦＡ／Ｖ（回／時間）
　得られた位相差フィルムを偏光板保護フィルムとし、その反対側に下記偏光板保護フィ
ルムＣを使用し、偏光板を作製した。
【０２９６】
　〈偏光板保護フィルムＣ〉
　（二酸化珪素分散希釈液Ｃ）
　アエロジル９７２Ｖ（日本アエロジル（株）製）　　　　　　　　　　　１２質量部
　（一次粒子の平均径１６ｎｍ、見掛け比重９０ｇ／リットル）
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８８質量部
　以上をディゾルバーで３０分間撹拌混合した後、マントンゴーリンで分散を行った。二
酸化珪素分散液に８８質量部のメチレンクロライドを撹拌しながら投入し、ディゾルバー
で３０分間撹拌混合し、二酸化珪素分散希釈液Ｃを作製した。
【０２９７】
　（インライン添加液Ｃの作製）
　チヌビン１０９（チバスペシャルティケミカルズ（株）製）　　　　　　１１質量部
　チヌビン１７１（チバスペシャルティケミカルズ（株）製）　　　　　　　５質量部
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　以上を密閉容器に投入し、加熱し、撹拌しながら、完全に溶解し、濾過した。
【０２９８】
　これに二酸化珪素分散希釈液Ｃを３６質量部、撹拌しながら加えて、更に３０分間撹拌
した後、セルロースアセテートプロピオネート（アセチル基置換度１．９、プロピオニル
基置換度０．８）６質量部を撹拌しながら加えて、更に６０分間撹拌した後、アドバンテ
ック東洋（株）のポリプロピレンワインドカートリッジフィルターＴＣＷ－ＰＰＳ－１Ｎ
で濾過し、インライン添加液Ｃを調製した。
【０２９９】
　（ドープ液Ｃの調製）
　セルロースエステル（リンター綿から合成されたセルローストリアセテート：Ｍｎ＝１
４８０００、Ｍｗ＝３１００００、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．１、アセチル基置換度２．９２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　トリメチロールプロパントリベンゾエート　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　エチルフタリルエチルグリコレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４０質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
　以上を密閉容器に投入し、加熱し、撹拌しながら、完全に溶解し、安積濾紙（株）製の
安積濾紙Ｎｏ．２４を使用して濾過し、ドープ液Ｃを調製した。製膜ライン中で日本精線
（株）製のファインメットＮＦでドープ液Ｃを濾過した。インライン添加液ライン中で、
日本精線（株）製のファインメットＮＦでインライン添加液Ｃを濾過した。濾過したドー
プ液Ｃを１００質量部に対し、濾過したインライン添加液Ｃを２質量部加えて、インライ
ンミキサー（東レ静止型管内混合機　Ｈｉ－Ｍｉｘｅｒ、ＳＷＪ）で十分混合し、次いで
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、ベルト流延装置を用い、温度３５℃、１８００ｍｍ幅でステンレスバンド支持体に均一
に流延した。ステンレスバンド支持体で、残留溶剤量が１２０％になるまで溶媒を蒸発さ
せ、ステンレスバンド支持体上から剥離した。剥離したセルロースエステルのウェブを３
５℃で溶媒を蒸発させ、１６５０ｍｍ幅にスリットし、その後、テンターで幅方向に１．
１倍に延伸しながら、１３５℃の乾燥温度で、乾燥させた。このときテンターで延伸を始
めたときの残留溶剤量は３０％であった。
【０３００】
　その後、１１０℃、１２０℃の乾燥ゾーンを多数のロールで搬送させながら乾燥を終了
させ、１．４ｍ幅にスリットし、フィルム両端に幅１５ｍｍ、平均高さ１０μｍのナーリ
ング加工を施し、巻き取り初期張力２２０Ｎ／ｍ、終張力１１０Ｎ／ｍで内径６インチコ
アに巻き取り、偏光板保護フィルムＣを得た。ステンレスバンド支持体の回転速度とテン
ターの運転速度から算出される剥離直後のウェブ搬送方向の延伸倍率は１．０７倍であっ
た。偏光板保護フィルムＣの残留溶剤量は０．３％であり、平均膜厚は８０μｍ、巻数は
１０００ｍとした。
【０３０１】
　〈位相差フィルムの鹸化処理〉
　上記作製した長尺の位相差フィルム１～２２の各々２０本を使って、１本ずつロール搬
送して、下記に記載するアルカリケン化処理を行った。
【０３０２】
　〈アルカリケン化処理〉
　ケン化工程　２Ｍ－ＮａＯＨ　　　５０±３℃　１．５分
　水洗工程　　水　　　　　　　　　３０±３℃　１分
　中和工程　　１０質量％ＨＣｌ　　３０±３℃　１分
　水洗工程　　水　　　　　　　　　３０±３℃　１分
　ケン化処理後、水洗、中和、水洗の順に行い、次いで９０℃で乾燥を行った。
【０３０３】
　鹸化処理された長尺フィルム２０本についてそれぞれ先頭部分と後尾部分の２箇所ずつ
サンプリングを行って、鹸化処理前後のリターデーションを測定し、合計４０点の平均値
について鹸化処理前後の差及び鹸化処理後のリターデーションのばらつきを求めた。同様
に別の位相差フィルムについても鹸化処理前後のリターデーション変動及び鹸化処理後の
リターデーションのばらつきを求めた。尚、鹸化処理後のリターデーションのばらつきは
、±３％以内であれば実用上問題ない。
【０３０４】
　リターデーション値Ｒｏ、Ｒｔは、ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ（王子計測機器（株））を
用いて、２３℃、５５％ＲＨの環境下で、波長５９０ｎｍで求めた。
【０３０５】
　（偏光板の作製）
　次いで、上記４０点の各位相差フィルムと、同様に鹸化処理を実施した偏光板保護フィ
ルムＣとを用いて、下記の方法で作製した偏光膜と貼合して偏光板を各々４０セット作製
した。
【０３０６】
　工程１：前述の方法で位相差フィルムと偏光板保護フィルムＣを鹸化処理した。
【０３０７】
　工程２：下記偏光膜を固形分２質量％のポリビニルアルコール接着剤槽中に１～２秒浸
漬した。
【０３０８】
　工程３：工程２で偏光膜に付着した過剰の接着剤を軽く拭き除き、これを工程１で処理
した位相差フィルムと偏光板保護フィルムＣとの間に挟むように配置した。
【０３０９】
　工程４：工程３で積層した位相差フィルムと偏光膜と偏光板保護フィルムＣを圧力２０
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【０３１０】
　工程５：８０℃の乾燥機中に工程４で作製した貼り合わせた試料を５分間乾燥し、偏光
板を作製した。
【０３１１】
　偏光膜は、厚さ、１２０μｍのポリビニルアルコールフィルムを、一軸延伸（温度１１
０℃、延伸倍率５倍）し、これをヨウ素０．０７５ｇ、ヨウ化カリウム５ｇ、水１００ｇ
からなる水溶液に６０秒間浸漬し、次いでヨウ化カリウム６ｇ、ホウ酸７．５ｇ、水１０
０ｇからなる６８℃の水溶液に浸漬し、これを水洗、乾燥し偏光膜を得た。
【０３１２】
　（液晶表示装置の作製）
　得られた偏光板４０セットをそれぞれ液晶セルの両面のガラス面に貼合し、ＬＥＤを直
下型バックライトとして用いた各液晶表示装置を４０台作製した。得られた液晶表示装置
（ＶＡ型、３７型）を６０℃、９０％ＲＨで１０００時間耐久性試験をした後、ＥＬＤＩ
Ｍ社製ＥＺ－ｃｏｎｔｒａｓｔを用いて正面コントラスト値を測定した。４０台のうち最
も高いコントラストを１００としたときに、コントラスト９０～１００の範囲にある表示
装置の数をカウントし、下記のランク付けを行った。その結果、本発明に係る偏光板を使
用したものは、正面コントラストが揃った、均一な液晶表示装置が得られることが確認さ
れた。
【０３１３】
　Ａ　　　３９～４０台／４０台
　Ｂ　　　３７～３８台／４０台
　Ｃ　　　３５～３６台／４０台
　Ｄ　　　３３～３４台／４０台
　Ｅ　　　３２台以下／４０台
　評価Ｃ以上を実用上問題ないものと判断した。
【０３１４】
　以上の評価結果を纏めて表１に示す。
【０３１５】
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【表１】

【０３１６】
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　上表から、乾燥後の処理温度、雰囲気置換率、加圧処理等によって制御された自由体積
半径、全自由体積パラメータが本発明内の位相差フィルムは、鹸化処理前後のＲｏ、Ｒｔ
変動が小さく、更に鹸化処理後のＲｏ、Ｒｔばらつきも小さく、優れた偏光板、液晶表示
装置を提供出来ることが分かる。

【図１】

【図２】
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